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午前10時00分 開議 

○七夕和繁委員長 おはようございます。 

 本日の出席委員は18名で、全委員が出席してお

ります。ただいまから、本日の委員会を開きま

す。 

 それでは、初めに、本委員会の進め方について

説明をします。 

 まず、質問席と答弁席についてですが、質問席

につきましては、昨年と同様に、中央に用意して

おります。 

 委員の方は、委員長の許可を求めた上で質問席

に着き、起立して質問を行い、着席して答弁を聞

いてください。答弁席につきましては、演壇と自

席とします。自席付近にマイクを用意しましたの

で、起立して発言を願います。 

 さらに、関連質疑の場合は、同一会派の委員に

限り、主質疑者の同意のもとに、委員長の許可を

求めた上で質問席から質疑を行うこととし、その

間、主質疑者は自席に戻っていただきます。 

 次に、質疑時間の関係でありますが、昨年同

様、委員の皆様方から向かって右側の議員出席数

表示器の下に、ランプの表示器が設置されており

ますが、質疑時間１時間の５分前にブザーが鳴

り、黄色のランプがつきます。また、質疑時間が

１時間となりますと、ブザーが鳴り、赤いランプ

がつきます。時計を見計らいながら質疑を行って

いただきます。 

 委員皆様と理事者の御協力をお願いします。 

 それでは、早速、本日の日程であります一般会

計の歳入のうち、一般財源となる歳入と、一般会

計の歳出のうち、議会費、総務費、消防費、公債

費、諸支出金、予備費及び、その特定財源に関す

る歳入の細部質疑に入ります。 

 質疑者、挙手を願います。 

○山田俊美委員 おはようございます。トップ

バッターに質問をさせていただきます。 

 それでは、企画総務費の関係から２問、質問を

させていただきます。 

 最初に、東京農大アグリビジネス人材育成につ

いての質問でありますが、この事業は市場マネジ

メント能力を有する地域再生活性化の中核となる

人材を育成するという事業になっているようで

す。 

 実際、人材育成は一長一短ではできないという

ふうに私は思います。長い年月を要する事業と考

えております。 

 本事業はよく見ますと、東京農大のオホーツク

ものづくり・ビジネス地域創生塾の延長線のもの

と思われますが、いかがでしょうか。 

○岩永企画総務部次長 山田委員の御質問にお答

えいたします。 

 今、委員からありましたとおり、本事業はオ

ホーツクものづくり・ビジネス地域創成塾の継承

事業として農大が農水省へ申請予定の補助事業、

地（知）の拠点整備事業への橋渡し的な位置づけ

で支援をすることとしております。 

○山田俊美委員 今、お答えありましたように延

長線上にあるものであるということで理解しまし

た。 

 それで、この事業費はもう平成25年で終わりと

いうふうに聞いております。その先、この事業が

非常に有用なものであるというような判断のもと

で、この事業が市でも取り組もうということでな

いかなというふうに思っていますけれども、そう

いうことでしょうか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 継続の理由でござい

ますけれども、これまで創生塾の修了生は89名に

なります。そのうち、網走市民が33名と最も多い

わけですけれども、そのほかに管内の２市９町か

ら52名、そのほか札幌市を含む他管内から４名と

いう受講内容になってございます。 

 これまでの創生塾につきましては、網走市が国

から認定を受けた地域活性化計画に基づきまし

て、東京農業大学が市の施策と連携をして取り組

む社会人向け人材育成事業として、文科省の事業

に採択されスタートしたものでございます。 

 この４年間で89名の修了生を輩出をした創成塾

では、単に商品を開発するだけではなくて、マー

ケティングやビジネス能力を備えた人材を養成を

することで、地域資源を活用した新たな加工食品

の創出や、市内事業者のオリジナル製品の開発に

取り組まれるなど、14品目の食品開発、５件の新

事業を実現し、当初の地域再生計画の目標値を大

幅に超える起業や事業化が実現されたことから、

継続してこの成果を伸ばしていきたいというふう

に考えて予算化したものでございます。 

○山田俊美委員 今、おっしゃった中でおおよそ

のことはわかりまして、私も東京農大がやった部

分に関しては、広域で人材を集めて、そして広域

の地域を活性化させようというふうに行っていた
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というふうに思います。 

 その中で東京農大が網走にあるので、やはり網

走の人材が89名中33名いるということは、かなり

喜ばしい実績だと思っております。 

 そこで、今回、網走市で独自に予算をつけて行

うわけでありますけれども、この独自でやる場合

は網走市民だけが対象なのか、あるいはほかの地

域から来て学んでもいいというような趣旨なの

か、その辺はいかがでしょうか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 本事業は、単年度の

補助事業ということで予算化をさせていただいて

おりますけれども、市民向けなのか、他の地域か

ら来ることが可能なのかという御質問だと思いま

すけれども、これまでの成果を踏まえますと、さ

らに高度なマネジメント、それからマーケティン

グ能力を持つ地域再生や活性化の中核的人材を育

成することを本事業では目指しておりますので、

農大が実施してきたこれまでの人材育成のプログ

ラムを進化させるということで予定をされており

ます。 

 戦略的な地域産品の販売促進、実践的な異業種

交流やビジネスマッチングということになると思

いますけれども、それらを支援するもので受講者

につきましては市民や他の地域の方からの受講に

ついても門戸を開いているという内容でございま

す。 

○山田俊美委員 今、おっしゃったように網走市

はある意味では心広いまちであるというのが、本

来なら網走市の予算で網走市民向けのサービスと

いう考え方があるのですけれども、それをもっと

広く捉えてほかの方々を集めて共に研究するとい

うことは、お互い切磋琢磨できる重要な事業だと

私も思いますので、この事業というのは単年度で

はありますけれども、さらに進化させるというこ

とであれば、なおさら続けていけるような状況を

つくってほしいなというふうに思うわけでござい

ます。 

 そこで若干お聞きしたいのですけれども、今

回、ホームページ、農大のやつを見ますと何件か

やはりすばらしい事業を立ち上げているような形

で載っていました。その辺はちょっと確認したか

どうかわかりませんけれども、市で捉えている中

ではこういった事業はよかったのだよというよう

なことがありましたらちょっとお願いします。 

○岩永雅浩企画総務部次長 これまで実施をして

きました創成塾の取り組みですけれども、この取

り組みによりまして原料供給や低次加工にとどま

りがちで、競争力の低かったオホーツク地域の産

業を活性化させる気運が醸成されたということ、

それからそれらの多くの成果が見てきているとい

うふうに感じております。 

 これまでも多くの修了生が網走市を初め各地で

活躍をされているわけですけれども、受講中も市

内の各種イベントのスタッフとして積極的に参加

をいただくなど、地域のにぎわいの創出や活性化

に寄与していただいたというふうに評価をしてお

ります。 

 またさらに昨年につきましては、創成塾の卒業

生の有志によりましてＮＰＯ法人を設立をされた

ことから、地域のリーダーとして活躍されること

に一層の期待が高まっているというふうに捉えて

おります。 

○山田俊美委員 今、答弁ありましたように、非

常にこれからだというような形で私は捉えまし

た。 

 あとは網走、この地域は原料供給と提示確保と

先ほどおっしゃったのですけれども、確かにそう

いう地域ではありますけれども、考える上でどう

して６次産業とか、そういうところに発展しない

のかなというような分析も必要かなというふうに

思っております。 

 なぜなら、ここは大規模な農業が多いので、余

りそういう付加価値をつける産業のほうにいきづ

らい傾向があると、このような気がします。 

 ただ、今回の受講者の中では農業とか、水産業

者の方とか、そういう方はいるのかどうかと、そ

れでその参加者の中には新たに企業を興す人が多

いのか、その辺はどうなっておりますか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 創成塾のこれまでの

受講者ですけれども、委員からお話のありました

とおり農業従事者、漁業従事者についても参加者

がいらっしゃいますし、実際に御本人が経営者と

して事業所を運営をしているという方たちがい

らっしゃいます。 

 さらに、東京のほうから移住をしてきて、この

創成塾に参加をし、今後、起業化をするという方

もいらっしゃるというふうにお聞きをしておりま

す。 

○山田俊美委員 わかりました。 

 非常にレベルの高いものにいくということで理
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解をいたしますので、この件につきましては今後

も続けていただくように希望しながら、私のこの

質問については終わります。 

 続きまして、網走応援事業ということについて

御質問をいたします。 

 本事業の趣旨を見ますと、ふるさと納税をして

いただいた方や網走の食材等を扱っている市外事

業者を通じて、網走のＰＲを行うという形になっ

ております。 

 過去、当議会でもふるさと納税に対する質問は

多々ありまして、納税ＰＲをしてふるさと納税の

寄附促進をしませんかという呼びかけもしてあり

ました。 

 しかしながら、何回か議会でも取り上げたので

すけれども、具体的にこれといった方法や使用な

どを模索しながら現在に至ったのではないかなと

いうふうに思っております。 

 そこで、このふるさと納税は網走市においては

年間、寄附だったら100万円前後等で推移してい

るのではないかというふうに思っております。 

 網走市は、納税者の善意に感謝をしつつもも、

これといった将来性や方向性を示しているわけで

はありませんでしたが、ふるさと納税は自治体に

対する善意の寄附行為で、税額が控除されるとい

うメリットがあるものです。ふるさと納税とはど

のように活用しているのか、平成26年度の予算で

網走応援事業としてようやく活用の一歩を踏み出

したのではないかというふうに私は思っておりま

す。 

 そこで二、三質問をさせていただきたいのです

けれども、質問の趣旨は本事業が予算化された背

景とその目的とその成果目標について、簡単な御

説明をお願いいたしたいと思います。 

○岩永雅浩企画総務部次長 網走応援事業の予算

化の目的でございますけれども、委員から御指摘

のありましたとおり、ふるさと寄附条例制定後５

年間が経過をいたしました。 

 基金のうち、使途を特定しないものの活用方法

か未定でありましたので、この基金を活用した新

たな事業について検討を進めてまいりました。 

 その検討の結果、市外に住む個人、あるいは網

走の特産品を扱っている事業者を対象にして、網

走から網走のＰＲをするだけではなくて、市外の

個人や団体に網走市のＰＲを担ってもらい、網走

市を応援してくれる方を拡大するというのが目的

でございます。 

 その波及効果として、ふるさと寄附の拡大も期

待をしたいということでございます。 

 個人へは市からオリジナル切手とオリジナル絵

はがきセット、そして名刺１枚送付し、口コミな

どで網走のＰＲ依頼をしたいというふうに考えて

おります。 

 名刺につきましては、セブンミュージアムの無

料拝観券５枚を付録をしたいというふうに考えて

おりますし、事業者につきましては店内に網走の

パンフなどを置かせてもらい、網走市は市のホー

ムページなどで協力店の紹介をするという関係性

をつくっていきたいというふうに考えておりま

す。 

 事業規模としましては、個人の応援大使の登録

はふるさと寄附をしていただいた方を中心に働き

かけをしていきたいというふうに考えております

が、そのほかに東京網走会などを通じて100名程

度の登録を見込んでおります。 

 このうち、15名が５枚の拝観券を要することを

想定をいたしまして、予算を組み立てをいたしま

した。 

 事業所につきましては、包括連携協定を結んで

いるサッポロビールなどや網走フェアの開催実績

のある飲食店など、これまでに網走と深い関係を

持つ事業者からアプローチをしていきたいという

ふうに考えております。 

○山田俊美委員 今、おっしゃったように進化し

てきたと、これから網走応援ＰＲが進化していく

のだろうというような感じは受けました。 

 そこで、私はふるさと納税のことについて質問

するのですけれども、この納税をすることのメ

リットというのは私は三つあるというふうに思っ

ております。 

 一つは減税効果と、一つはふるさと名産物等の

プレゼント、先ほど言ったような形です。それか

ら一つは寄附したことによって、寄附した人が満

足感を持つと、そういうようなことがあるという

ふうに思っております。 

 そのうち、減税等、それから名産物等について

の質問をさせていただくのですけれども、まず減

税なのですけれども、私、いろいろテレビとか、

あるいはインターネットによる減税シミュレー

ション等を行ってみますと、納税した個人は１万

円で8,000円ぐらいの所得税と住民税の減税にな
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り、実質負担が2,000円ぐらいですよということ

のようです。 

 １万円を寄附して8,000円戻ってくるならかな

りのお得感になります。一方、納税された自治体

は１万円の増収になりまして、本来、納めるべき

自治体のほうは住民税が減少してしまうという形

になると思います。 

 さて、このことから考えますと、どのようなこ

とが言えるかということなのですけれども、どの

ようなことが言えるかちょっとわかる範囲で。 

○岩永雅浩企画総務部次長 減税についてですけ

れども、例えばＢ市の在住者から網走市が１万円

の寄附を受けた場合、Ｂ市は8,000円の控除をす

るため本来、その方から納税されるべき収入が減

るということになります。 

 しかし、その逆のケースもありますので、その

効果は相殺されるというふうに考えます。 

○山田俊美委員 そういうことなのですけれど

も、私は当初、ふるさと納税ができたときに少し

勘違いして自分の町に寄附、ここに住んでいて自

分の町に寄附することもあるけれども、よそのと

ころに住んだことがあるからするのだと、そこに

は減税とかそういうのがないと思っていたのです

けれども、そういうことがあると。 

 ということは、網走に住みながらよその町のふ

るさと納税をすると、網走にとってはちょっと不

利かなというふうに思います。ただ、ほかからも

入るから相殺されて同じではないかと思うのです

けれども、ところが網走の方が多く地方にする

と、逆に税収は減るというような感じが受けられ

るのです。 

 そこで、私が総務省の地域総務局のホームペー

ジでふるさと納税の資料を見ましたところ、北海

道のふるさと納税額は25年度が総体で５億9,386

万 7,000円というふうに細かく書いてありまし

た。統計をとっているのだと思いますけれども、

その金額は全国で５番目の納税額、寄附ですね。

ちなみに１位は東京、２位は大阪、３位は神奈

川、４位が愛知。北海道の人口比から見ますと、

北海道の人口は全国で８番目というから、結構の

方がふるさと納税という形でよその自治体に海を

越えてやっている可能性があるのかなというふう

に推測します。 

 北海道の人は、本州の自治体に惚れ込んで納税

寄附をしている人ばかりとは考えにくいのですけ

れども、この実態をちょっと考えますとどのよう

に捉えることができるでしょうか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 都道府県の寄附の状

況を例にということの御質問だというふうに思う

のですけれども、納税額については１位から４位

までは人口の多い都道府県が納税額が多いのだと

いうことで、北海道は人口は上位から８番目なの

に納税した額は全国で５番目ということで、この

実態をどう捉えるかということの御質問かと思い

ますすが、網走市を見てみますと、ふるさと寄附

の控除を申請する方、いわゆる他の自治体へ寄附

をしている市民は多くないというふうに聞いてお

りますので、逆転現象はないのかなというふうに

思います。 

○山田俊美委員 今、おっしゃったとおりなので

すけれども、網走市はよその自治体に寄附する、

多分、統計か何かとられたと思いますけれども、

少ないぞということでありますから、北海道全体

から考えると税収が減るほうでもないというふう

に思います。 

 私は、今、質問したのはどういうことかなと思

いましたら、何かしらのメリットがあるからこそ

ふるさと納税するというふうに思います。 

 なぜなら、人はメリットがなければしないとい

うことが一番と、あとはその自治体や何かもいろ

いろな恩を受けたということで、それに惚れ込ん

でするというケースがあるのです。 

 そこで、網走市、先ほど言ったように寄附がほ

かの自治体にしているところは少ないよというこ

とでありますから、それはわかりますけれども、

私が思うにはほかの自治体にふるさと納税をする

というのは調べたところによりますと特産物のプ

レゼントが一番大きい要因のように思います。 

 事例ですけれども、岐阜県の各務原市が人口14

万8,000人のところで、平成24年度のふるさと寄

付額が79万円だったらしいです。それが平成25年

が7,100件で１億1,000万円の納税があったと、う

れしい悲鳴を上げている状況をテレビで見まし

た。 

 ところが北海道を見ますと、北海道の上士幌町

というのが25年度、前年対比100倍の２億円を稼

いだというようなことを言っております。 

 この事実をどう捉えていくかということなので

すけれども、網走応援事業と関係するのですけれ

ども、この辺はどのように本実態を捉えるでしょ
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うか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 特産品の贈呈など、

特典付きのふるさと納税の寄附がふえているとい

うことの御指摘ですが、この件については私ども

も承知をしているところでございます。 

 寄附に関する税金の控除が拡大をし、手頃な実

質負担でお得感がある特典が受けられることで寄

附金額をふやしているということのようです。 

 １万円以上の寄附で5,000円程度の特産品が受

け取れるというような内容が近隣の自治体でも行

われております。 

 これは１万円を寄附すると8,000円の控除が受

けられるので、実質2,000円の負担で5,000円の特

典を受けられるということが寄附者の動機づけに

なっているというふうにお聞きをしていますが、

一方で当市と同様に寄附本来の精神を大切にした

いなどの理由で道内では北海道を含め３分の２の

自治体が特典を設けてございません。特典にかか

る経費は一般財源から拠出されるということの是

非なども含めて、特典導入のメリットとデメリッ

トについては慎重に対応する必要があるのではな

いかというふうに考えています。 

○山田俊美委員 今、おっしゃったとおり網走市

はそういう特典でふるさと納税をとっていくのは

今のところ慎重ですよというような形です。 

 私、テレビで見た範囲では上士幌の町長がやは

りテレビ局の取材でいろいろな営業行為ではない

ですけれども、そういうことをされてテレビを見

た人がプレゼントほしくてしているのもあるので

すけれども、町長が面白くてという形も何かあっ

たようです。 

 ふるさと納税の趣旨というのは、本当は何かな

というふうに考えると、僕個人的な考えでいきま

すとその地域を広めてＰＲしていくというところ

に最終的に行き着くのではないかと、プレゼント

することによって、その町の特産物を広く全国や

世界に広めていく一つのきっかけづくりと、その

ように思っています。 

 今、この取り組みがほかの自治体は始まったば

かりであるから出おくれない程度に今後、研究す

る価値があるのではないかというふうに思うので

すけれども、先ほど回答があったので今後の中で

検討の余地はあるかなと思うのですけれども、

ちょっとその辺は。 

○岩永雅浩企画総務部次長 ふるさと納税に伴う

特産品の扱いですけれども、特産品の豪華さを競

うのではなくて、市場に流通していない隠れた産

品の価値を高める手段として活用するというよう

な取り組みをされている自治体もあるというふう

にお聞きをしていますが、当市としてはこのふる

さと寄附推進事業については、寄附をさまざまな

市民や団体などのまちづくりへのかかわり方があ

りますが、寄附を手法としたまちづくりへの参加

を促して、可能な限りの歳入増を目指すというこ

とと、幅広い層からのまちづくりに対する思いに

応えるという目的で実施をしておりますけれど

も、先ほど申し上げたような取り組みをされてい

る自治体もあると聞いておりますので、研究をさ

せていただきたいというふうに思います。 

○山田俊美委員 そういうことで研究をしていた

だきたいなと思います。 

 私は、ふるさと納税、それだけを考えるとそれ

だけの話なのですけれども、実をいうともっと幅

広い関係で結びつけて、観光やあるいは特産物の

ＰＲに使っていけるのであれば、町のためにいい

のではないかというふうに思っておりますので、

その辺よろしくお願いいたしまして、私の質問を

終わります。 

○七夕和繁委員長 次、金兵委員。 

○金兵智則委員 まず初めに、庁舎改修費につい

て伺います。 

 庁舎は建設後約50年が経過しており、耐用年数

としては減価償却試算で50年、固定資産評価基準

では65年となっており、これまでも大きな改修を

行ってきておりますし、今後も修繕を重ねながら

できる限り長く使用していくお考えだと思いま

す。 

 来年度は、今年度に比べると予算が大幅に増額

されておりますけれども、本年度行われた改修の

内容と来年度どのようなことが予定されているの

か、まずお伺いします。 

○大島昌之総務課長 庁舎の改修費の関係でござ

いますが、今年度につきましては市民ロビーの照

明器具の更新、その他のどちらかといえば小さな

修繕を適宜やってきたところでございます。 

 平成26年度につきましては、同様に市民ロビー

の照明器具の更新、あと窓ガラスの改修を実施す

るほか、昭和61年に設置をいたしております２基

あるボイラー、本庁舎のボイラーですが、そのう

ち１基分の改修費として1,200万円、平成26年度
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中に法の規定により対応が必要なボイラーの重油

タンク、これは庁舎の裏手地下にございますが、

そのタンクの内面の腐食防止にかかる改修費とし

て367万2,000円、あと議場の傍聴席に今、手すり

等がございませんので、転落防止用のアクリル板

の設置と、議会棟から議場に上がってくる階段の

手すりの設置として134万3,000円を計上している

ところであります。 

○金兵智則委員 来年は安全対策でありますと

か、またさらには照明設備の更新が毎年行われて

いるということでございましたけれども、その照

明施設ですけれども、ＬＥＤ化を行っているとい

うふうにお聞きしておりますけれども、福島第一

原発の事故から安全基準などにより原発が稼働し

ない状況となりまして、昨年度から節電要請が行

われるようになりました。 

 今年度も夏は数値目標を伴わない節電要請があ

り、この冬も北海道は平成22年度と比較して６％

の節電要請が３月７日まで行われておりました。 

 ２月末日までの平日における日々の最大電力に

ついては約5.4％の減少ということが北電から発

表されておりましたけれども、庁舎としても昨年

度からさまざまな取り組みが行われておりますけ

れども、節電要請の達成度についてどのように捉

えてられているかお伺いいたします。 

○大島昌之総務課長 まず、ＬＥＤの関係でござ

いますが、これまで庁舎内も常時点灯しているよ

うな階段室とか地下と窓口、市民ロビーを優先的

に行ってまいりました。 

 また、現在、蛍光灯がついているところにつき

ましても、故障等により取りかえが必要になった

場合には随時ＬＥＤに取りかえているところでご

ざいます。 

 先ほど申し上げましたが、平成26年度では市民

ロビーの照明器具、現在10基ありますが、そのう

ち５基はＬＥＤ化が進んでおりますが、残りの５

基はまだ水銀灯ということで、これは26年度にＬ

ＥＤ化にするということで考えております。 

 節電の関係でございますが、これまでＩＳＯの

取り組み等で庁舎内では節電に努めているところ

ではあります。 

 全体的な数字で申し上げますと、ことしの２月

の本庁舎の電力量と24年、２年前の２月の電力量

を比較したところでは、約 4,300キロワットア

ワー少なくなっているということでありまして、

これらにつきましては照明のＬＥＤの導入もござ

いますし、先ほど申し上げましたように職員によ

る節電も進んでいると、またパソコンなどの機器

についても省エネ対応となっていることから、こ

のような結果になっているというふうには考えて

います。 

○金兵智則委員 照明設備の更新でありますと

か、職員の皆様方の御協力、また庁舎に来られる

市民の皆さんの御協力もあって節電要請の達成度

は数値としては、はっきりとわからないのかもし

れないですけれども、節電に向けて取り進んでい

るということは十分、理解させていただきます。 

 それでも今後も節電要請が行われることが十分

に考えられるところでありますけれども、ロビー

のほうは10基中５基が今年度、来年度に残りの５

基ということでございましたけれども、今後、今

現在の庁舎のＬＥＤ化の進行率と今後どのような

スケジュールを持っているのか、もしありました

らお教え願います。 

○大島昌之総務課長 ＬＥＤ化のスケジュールで

ございますが、先ほど申し上げましたとおり基本

的には常時点灯しているような場所はＬＥＤ化を

先に進めているということでありまして、あとは

随時、故障があった場合にＬＥＤ化にするという

ことで計画をしております。 

○金兵智則委員 ＬＥＤの電灯のほうも節電の効

果も高くなっていくと、今後さらに高くなってい

くというようなこともありますので、順番に故障

してからというところもありますけれども、スケ

ジュールを立てながらやっていただけたらまたさ

らに節電効果が上がるのかなということも思いま

す。 

 次の質問に移りたいと思います。次に、防災に

ついて伺います。 

 東日本大震災から３年が経過し、網走市として

も震災で大きな被害を受けられた地域と同じく海

沿いにあることから、これまでさまざまな防災対

策を強化し、また昨年は大きな犠牲と被害をもた

らした暴風雪の教訓などから、先月発生しました

暴風雪では大きな被害が見られなかったように、

網走市として防災の意識が高まってきているなと

いうふうに私も感じております。 

 しかしながら、今回の２月の暴風雪では国道、

市道、道道が通行どめとなり、スーパーやコンビ

ニエンスストアから商品が不足するという状況に
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ありました。そういったことからも、備蓄品の整

備は重要となっていくというふうに考えます。 

 また、北海道の冬場というのは対応を誤ると命

にかかわってくるということもありますので、冬

期の対策というのもあわせて重要であります。 

 今年度から防災備蓄品整備事業並びに冬期避難

所停電対策事業が行われておりますけれども、こ

れらの事業の現状と来年度の状況はどのように

なっているのかお伺いいたします。 

○大島昌之総務課長 防災備蓄品整備事業と冬期

避難所停電対策事業についてでございますが、防

災備蓄品整備事業につきましては、今年度から平

成29年度までの５カ年で拠点避難施設となる市内

小中学校全てに簡易トイレや毛布、トイレット

ペーパー、ごみ袋、発電機や投光器など、災害発

生時に必要となる備蓄品費を整備するものとして

おりまして、初年度である今年度につきまして

は、整備に当たりましては校長会に事業概要を説

明し、御協力いただけることになり、今年度につ

きましては東小学校、西小学校、第５中学校の３

校に配備をしたところであります。 

 計画では、１年に３校程度に配備ということで

考えておりまして、平成26年度では中央小学校、

白鳥台小学校、第４中学校の３校への配備を計画

しております。その後につきましては、順次進め

ていくことで考えております。 

 また、冬期避難所停電対策事業につきまして

は、冬期における避難所の停電対策としてポータ

ブルストーブ、これは電気を使わなくていいとい

うポータブルストーブと投光器、備蓄用燃料、屋

外灯油タンクを整備するものでございまして、防

災備蓄整備事業とあわせて小中学校への配備を進

めており、今年度は先ほど申し上げました東小学

校、西小学校、第５中学校に配備をしたところで

あります。 

 また26年度につきましても、中央小学校、白鳥

台小学校、第４中学校に配備するということで計

画をしております。 

○金兵智則委員 ５年かけて順次、整備していた

だく、両事業とも５年かけて順次整備していくと

いうことであると思いますけれども、さきにも述

べましたが先月の暴風雪では大きな被害などな

かったようでありますが、道路が通行どめになる

など大変な状況でありました。私自身もなるべく

外出しないようにと心がけて情報の収集を行って

おりましたけれども、あのような状況では当市が

行っている生活緊急情報メール配信事業というも

のの重要性が増すというふうに思いましたし、私

も大変役に立ったなと実感した１人ではあります

けれども、現在の登録者数はどうなっているかお

伺いいたします。 

○岩永雅浩企画総務部次長 生活緊急メール配信

事業の登録者でございますが、２月現在で655件

となってございます。 

○金兵智則委員 655件、この数字を聞きまして

ちょっと少ないのかなというふうに感じました。 

 先ほども述べさせていただきましたけれども、

例えば高齢者、私の両親などもそうですけれども

携帯電話持っていますし、メールもやりますけれ

ども、知っている人としかできない、それ以外の

やったことのない操作については敬遠をしてしま

うという人が多いのかなと思っております。 

 そういう方々に対しては用紙による登録の準備

もしているということでありましたけれども、こ

の登録に関する問い合わせはどのようなものが

あったか、もしくはなかったのかお伺いいたしま

す。 

○岩永雅浩企画総務部次長 金兵委員から御指摘

のとおり、登録件数が伸び悩んでいるというふう

に考えておりますが、２月までは登録件数が588

件でしたが、２月には登録数が67件ふえまして、

現在655件というふうになっております。 

 これについては、さきの暴風雪に関する情報を

かなり丁寧に発信したとことによって役立つ情報

ということが御理解いただけた部分もあるのかな

というふうに考えております。 

 申し込みにつきましては、ほぼ通常のといいま

すか、空メールを送信して登録をいただくという

方法が圧倒的に多いという状況です。 

○金兵智則委員 では、紙媒体での登録はなく、

また問い合わせも余りないような状況、というこ

とは例えば、もしくは想像すればこのメールの事

業を知らないか、知っていてももう諦めているか

と、そういう人たちにもやはりやっていただいた

らきっと役に立つ情報なのだと、私、今やってお

りますけれども、それは感じておりますので、そ

ういう方々たちを今後、登録者数をふやしていか

なければならないというふうに思いますけれど

も、市としてどのような考えがあるのか、見解を

お伺いしたいと思います。 
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○岩永雅浩企画総務部次長 登録者数の拡大につ

きましては、市のホームページや広報でお知らせ

していることも当然行っておりますが、昨年９月

からは公共施設にポスターを掲示をして普及に努

めてまいりました。 

 今後につきましては、４月を迎えるということ

もありまして、農大の新入学生などの転入者を主

なターゲットとしながら件数をふやしていきたい

というふうに考えておりますし、さらに携帯電話

を持っていない高齢者などは、どうも無関係な

サービスというふうに考えられているようですけ

れども、離れて住んでおられる家族に登録しても

らうことのメリットを丁寧に伝えていく中で、高

齢者にも高齢者の家族に登録していただくような

働きかけをしていきたいというふうに考えていま

す。 

○金兵智則委員 今後、取り組みを推し進めてい

ただきたいなというふうに思います。 

 もう１点、防災について質問いたします。 

 避難路の表示板についてであります。以前から

何度か質問させていただいておりますが、今年度

で事業が終了いたします海抜表示板整備にあわせ

て、避難の方向を示す表示板を設置できないもの

かという件でありますけれども、昨年の答弁では

津波避難計画を策定中で、その中で避難所の方向

やどこの避難所に避難するなど整備していくた

め、整理できた段階で必要な箇所に表示をしてい

きたいという答弁をいただいておりますけれど

も、現状どのようになっているのかお伺いいたし

ます。 

○大島昌之総務課長 津波にかかる避難の誘導板

の設置についてでありますが、海抜表示版の設置

につきましては平成24年度と25年度の２カ年事業

ということで今年度終了いたします。 

 津波避難計画につきましては、昨年の３月に津

波避難計画の全体計画を策定いたしまして、今年

度は津波浸水予測地域を11地域に分けて各地域の

地域計画の策定を進めております。 

 ２月にはそれぞれの地域にお住まいの皆さんに

御参加をいただきまして、地域計画策定にかかる

ワークショップを開催し、避難路、避難経路の確

認、避難に当たっての課題と御意見をいただいた

ところであります。 

 これらの御意見をできる限り反映させて地域計

画を策定するということで考えております。 

 その中で、地域の方からは避難路誘導板の設置

との要望も出ていたところであります。 

 今年度の予算につきましては、ワークショップ

の中で先ほども言いましたが、避難誘導板の設置

が必要であるという御意見もいただいております

し、津波避難ビルの指定も必要であるとの御意見

もいただいておりますから、その設置にかかる必

要を計上しております。 

 そのほか、地域計画の印刷製本、対象地域への

配付の手数料、地域計画に基づく津波避難訓練に

かかる費用も計上しております。 

○金兵智則委員 私、震災が起きた後、二度ボラ

ンティアに向こうの東北のほうに伺っているので

すけれども、そのときに宮古市で拝見したときか

ら、これはぜひとも網走市でも設置するべきだと

思い、提案させていただいております。 

 最近、隣の北見市でもこの種の看板を設置して

おりました。津波という面から考えれば内陸の北

見市が設置されている状況の中、海に面している

網走市でもぜひとも設置していただきたいと思い

ますけれども、どう思われますでしょうか、見解

をお願いします。 

○大島昌之総務課長 先ほども御説明をさせてい

ただきましたが、地域計画策定について今回、

ワークショップという形で地域の方々にお集まり

をいただきまして、実際、図面を見ながら設置場

所、設置の必要性を含め設置場所についても種々

御意見をいただいたところであります。 

 当然、それらいただいた御意見につきまして

は、できる限り反映させるということで考えてお

りまして、また設置場所についてもやはり地域に

住んでいる方がどこにつけたらいいのかというの

も効果的な場所等も教えていただいたこともあり

ますので、平成26年度ではそのような形で進めて

いきたいというふうに考えております。 

○金兵智則委員 地域の方々の意見を聞きなが

ら、その地域でない方が行ったときに一番わかり

やすいところというのが一番いいのかなと思いま

すので、これから先また対応していただけたらと

いうふうに思います。 

 次に、東京農大学生確保対策支援補助金につい

て伺います。 

 この事業は、今年度まで市内及びオホーツク管

内の連携高校を卒業した生徒を対象に、入学時の

学資金支援金を給付する取り組みにかかる経費の
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一部を補助するという事業でありましたけれど

も、来年度からは対象範囲が広がり姉妹都市も含

まれるということでありますけれども、事業の詳

細についてお伺いいたしたいと思います。 

○岩永雅浩企画総務部次長 東京農大学生確保対

策事業の事業の詳細ですけれども、東京農業大学

生物産業学部への入学時の経済的負担の軽減と大

学が実施する学生確保対策事業への支援という形

で実施している中身については変更はございませ

ん。 

 委員からございましたとおり、これまでの対象

は市内にお住まいの学生が進学されるときへの保

護者の方、それから管内に連携校がこれまで８校

ございました。平成25年11月に津別高校が加わり

まして現在９の高校が連携校として位置づけられ

ておりまして、ここから入学される学生さんにも

支援をするという形になっております。 

 26年度は支援対象を厚木市、糸満市、天童市か

ら入学する学生の保護者に拡大をしていきたいと

いうふうに考えておりまして、この支援の対象者

につきましては平成27年度の入学者ということに

なります。 

○金兵智則委員 この事業、市内の学生に対して

は20万円、連携高校に関しては10万円という金額

が設定されていたかと思うのですけれども、姉妹

都市の方々については幾らになるかというのは。 

○岩永雅浩企画総務部次長 姉妹都市からの入学

者への支援につきましては、連携校と同様の支援

というふうにしたいというふうに考えておりま

す。 

○金兵智則委員 わかりました。 

 この事業ですけれども、平成24年度は市内が６

名、連携校が３名で150万円の決算だというふう

に思いますけれども、今年度の見込みと来年度の

見込みというか、予想というのはできないとは思

いますけれども、過去姉妹都市から東京農大に入

学された実績など、もし把握されておりましたら

あわせてお願いいたします。 

○岩永雅浩企画総務部次長 平成26年度に入学さ

れる市内校の方につきましては３名、連携校が２

名ということで、先日農大のほうから御報告をい

ただきました。そのため、支援額については80万

円になります。 

 また、平成26年度の予算執行については27年４

月の入学生に対して執行されるために正確ではご

ざいませんけれども、厚木市、糸満市、天童市か

らの入学生の実績につきましてはそれぞれ２名程

度とお聞きしておりまして、これまでの実績にこ

れを加えても当初予算の範囲内で対応できるとい

うふうに考えています。 

○金兵智則委員 これまで、さまざまな場面で予

算額を有効活用するためのさらなる取り組みや、

補助内容の精査などお話させていただいておりま

したけれども、この範囲の拡大がいい方向に向

かっていければというふうに思いますし、期待も

するところでありますけれども、そのためには姉

妹都市に対して十分な周知、または連携などを

行っていく必要があるのではないかというふうに

考えます。 

 以前には姉妹都市のほうのホームページに網走

のことが一切掲載していなかったという話もあり

ましたので、ぜひともこの事業が広がりを見せら

れるように対応していくべくというふうに思いま

すけれども、この辺についての見解をお願いいた

します。 

○岩永雅浩企画総務部次長 ＰＲ方法ですけれど

も、金兵委員から御指摘のとおり、友好都市の広

報活動が弱いという市もあったということですけ

れども、今回のこの取り組みを各友好都市の広報

やホームページで周知いただくということにつき

ましては、内諾を得ておりますので、これをきっ

かけにして相互の交流活動について積極的に情報

提供いただくように、私たちもしていくように心

がけていきたいというふうに考えております。 

○金兵智則委員 来年度ですか、交流事業も記念

事業もあるみたいですので、今後とも積極的な取

り組みを行っていただけたらというふうに思いま

す。 

 最後に、網走ＰＲ戦略構築事業についてお伺い

します。 

 この事業は、網走の強みとしてＰＲすべきもの

を選択し、シティセールスとしての情報発信の戦

略を構築するといった内容となっておりますけれ

ども、このＰＲすべきものを誰が選択し、またＰ

Ｒすべきものというのはどういったものなのか、

例えば食や環境といったものなのか、この事業の

詳細についてもう少し教えていただけたらという

ふうに思います。 

○岩永雅浩企画総務部次長 網走ＰＲ戦略構築事

業の事業内容でございますが、市ではこれまで観
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光部で所管する事業を中心に新聞、テレビ、ラジ

オなどの情報メディアを活用して観光客誘客や合

宿誘致などの交流人口の拡大に成果を挙げてきた

というふうに考えております。 

 情報提供の範囲の拡大や効果の向上を図り、交

流人口を拡大するためには観光情報だけではなく

て、網走市全体としての情報提供、いわゆるシテ

ィセールスの戦略を構築する必要があるのではな

いかという議論がありました。 

 健康キーワードに展開をしている政策や事業の

中から網走の強みとしてＰＲすべきものを選択

し、情報発信の戦略を構築していきたいというふ

うに考えております。 

 また、選択した政策や事業の情報を積極的に発

信することで網走の魅力を伝え、観光客誘客やス

ポーツ合宿、企業誘致などに活用するためにテー

マやターゲット別に組み立てたＤＶＤなどの電子

書籍によるプレゼンテーション用の素材を作成し

たいというふうに考えております。 

 それら選択をする主体でございますが、網走Ｐ

Ｒ戦略構築会議を庁内組織ですけれども組織をし

て議論を深めてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○金兵智則委員 シティセールスを行っていくと

いうことであれば、もちろんやはり市民の皆様と

一緒にオール網走で行っていかなければならない

のではないかなというふうに考えます。 

 今、会議のほうは庁内組織だということであり

ますけれども、できればそこに市民の方が入るよ

うなことを一考していただきたいというふうに思

いますし、例えばＰＲした結果、観光客が網走に

来たときに、市民と触れ合ったときにこんなＰＲ

をしていたのですけれどもと言われても、網走市

民知りませんというようなことであれば、それは

観光客に対するイメージダウンというものが見受

けられるというふうに思います。 

 私が以前、視察に伺った姉妹都市の厚木市では

まちの魅力や特性を市外のみならず市内にも積極

的に発信し、市民協働のもとでシティセールスの

取り組みを行っておりますけれども、市民との協

働というところについてどのようなお考えをお持

ちでしょうか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 事業実施に当たって

の市民参加や市民へのＰＲ、それから厚木市を事

例とした協働の関係づくりということだというふ

うに思いますけれども、市が対外的にＰＲしてい

る内容を市民の方が理解しているということは、

特に観光で訪れた方への対応のためにも大変重要

ですし、作成した電子書籍につきましては、もち

ろん市のホームページにも掲載をし、市民の方に

も周知をしていきたいというふうに考えておりま

す。 

 現在のところ、行政内で、まず行政の合意をつ

くりたいというふうに考えております。その後、

どのような形で市民の方にかかわっていただける

かについては戦略会議の中でも議論をしたいとい

うふうに考えています。 

 厚木市のシティセールスでございますが、厚木

市にはシティセールス推進課という特化した部局

がございまして、シティセールスの推進の全体構

造を定めた上で事業を実施しているわけですけれ

ども、今回、実施する事業につきましてはもう少

し範囲を狭めた中で議論をまずしていきたいとい

うふうに考えています。 

○金兵智則委員 来年度始まる事業ですので、今

後、あらゆる展開が見受けられるのかなというふ

うに思いますので、また何かありましたらその都

度、また御質問していきたいというふうに思いま

して、私の質問を終わらせていただきます。 

○七夕和繁委員長 ここで、暫時休憩をいたしま

す。 

午前10時59分休憩 

────────────────────────── 

午前11時09分再開 

○七夕和繁委員長 休憩前に引き続き、再開をい

たします。 

 質疑を続行いたします。 

○井戸達也委員 私のほうからは防災について若

干、お聞きをいたします。 

 土砂災害ハザードマップの作成、これに約120

万円、津波避難計画の推進に約227万円、それぞ

れ予算化をされております。 

 津波避難の際に高台に行くにも土砂災害警戒区

域等の指定と絡みまして、実際、場所によっては

さまざまな理由で津波到達時刻の20分という時間

では移動が難しいという部分の実態も明らかに

なってきているわけであります。 

 こうした地域において、図上訓練を行う中でさ

まざな課題が見えてきたと感じてきております。

場所によっては独居老人の数や自力で避難できな
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い、また障がいのある方など、こうした問題はで

きるだけ地域によって解決すべきものというとこ

ろを考えるところでありますけれども、ハードの

部分において進めていく必要もあるというふうに

考えます。 

 土砂災害警戒区域と避難路設置の関係につい

て、改めてどうお考えかお聞きいたします。 

○大島昌之総務課長 土砂災害警戒区域と避難路

の関係でございますが、昨年の９月の第３回定例

会でも井戸委員の御質問に御答弁をしているとこ

ろですが、海岸町地区から向陽ヶ丘への避難階段

の設置につきましては、平成24年度で調査をした

ところ難しいということ、理由といたしましては

土砂災害警戒区域になっておりまして､避難路設

置に当たっては前段で整備事業をやらなければな

らないということでございました。 

 ただ、市といたしましても海岸町地区から向陽

ヶ丘の高台へ徒歩で避難する場合には市道を通る

か、または途中の通学路の階段を通るか、海岸町

からはその２カ所ぐらいしかないということで、

現状のままでいいということでは考えておりませ

ん。 

 申し上げましたように、そこの避難路設置しよ

うとした区域につきましては、北海道の保安林と

いうこともありまして、事業主体が北海道になり

ますことから、引き続き北海道には要望してまい

りたいというふうに考えております。 

○井戸達也委員 今現在の時点では、なかなか解

決に向かっていく方向が難しいという、時間がか

かりそうだということも理解をいたします。 

 ２月24日に開催されました北地区の地域避難計

画のワークショップにおいても、参加された方か

らそういったことが心配されて徒歩での避難は難

しいと、どうしても車両での避難になるだろうと

いうような意見もたくさん出ておりました。 

 この２月24日に開催されました北地区の地域避

難計画のワークショップにおいて、この図上訓練

というのがここで行われたわけですけれども、北

９条、北10条東１丁目あたりの北斗町内会のあた

りが、ここら辺の道路が実はこれが袋小路になっ

ておりまして、あらゆる災害を想定したときに避

難するのにこの一方がふさがると閉じ込められて

しまうという状態が、明らかになったわけです。 

 こういった地形の問題だとか、土地の関係もあ

りますけれども、こういった問題を取り上げて、

市としても解決に向かって進めるべきというふう

に考えますけれども、その辺はどのようにお考え

でしょうか。 

○大島昌之総務課長 津波避難計画の地域計画の

関係でございますが、本年の２月に地域計画の策

定にかかるワークショップを開催いたしました。

２月20日から27日の間に５回に分けて開催したと

ころ、約80名の町内会の役員、民生委員の方々に

お集まりをいただきました。 

 井戸委員のおっしゃるとおり、このワーク

ショップでは図上訓練ということで、ディグ（Ｄ

ＩＧ）と言われる方式を採用させていただきまし

たが、地域全体の図面を見て、それで図上で避難

場所、避難経路などを確認するというような形で

御意見等をいただいたということでございます。 

 南９条の東１丁目の地区についても、住んでい

る方はもともとわかっていらっしゃったと思いま

すが、この図面で図上の訓練によって改めてほか

の方もわかったということだと思います。 

 今回、初めてワークショップ形式で、ディグと

いう形式でやったわけですが、その中で実際に図

面を見ながら地域全体を見ることによって、より

避難経路や避難目標等が具体的なイメージができ

たのではないかということもあり、例えば避難に

際して危険な箇所がここだとか、効果的な看板の

設置はどこだとかというようなことのほか、地域

の方でしかわからない、先ほど袋小路になってい

るとか、例えば地図には載っていないけれども避

難路として使えるような道があるとかなどが知る

ことができたことから、初めて実施いたしました

が大変、市としては有意義なものであったという

ことで考えております。 

 北９条東１丁目のその袋小路につきましては、

まず現地を確認させていただくとともに、地域の

方々からもお話を伺うなど、まず現状等を調査さ

せていただきたいと思います。 

○井戸達也委員 このワークショップの図上訓

練、ディグという訓練ですけれども、私も参加し

た中で非常に地域の方々がみずからの地域を考え

ながら避難計画を立てていくと、危険な場所はど

こなのだというものを探りながらみずから考えて

いくという部分で非常によいものであるというふ

うに考えました。 

 地域を守る、避難する、避難計画をつくるとい

う部分では、こういった意見が一番反映されるべ
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きものだというふうに考えますので、避難路設置

の部分、またその土地のいろいろな危険箇所の部

分だとか、そういった部分を拾っていただいて、

ぜひ反映させていただきたいというふうに思いま

す。 

 以上で私の質問を終わります。 

○七夕和繁委員長 佐々木委員。 

○佐々木玲子委員 防災関係等々、２点ほど端的

に質問をさせていただきます。 

 つい先だって市民の方と懇談している折、網走

市は防災センターをつくらないのかという、そう

いう質問、また例えば東日本大震災以降３年もた

つのに、網走市としてはどういう方向性を持って

いるのかという、そういう質問を受けたものです

から、まずその点についてお伺いしたいと思いま

す。 

○大島昌之総務課長  防災センター、防災タ

ワー、津波避難タワーなど防災拠点が必要ではな

いかという御質問だと思います。 

 津波の避難経路につきましては、昨年策定した

津波避難計画の全体計画、ただいま策定されてい

る地域計画の中で関係団体、市民の皆様、住民の

皆様にいろいろと御検討をいただいているところ

であります。 

 その中では、防災拠点になるような防災タワー

ですとか、津波避難タワーなど新たな施設をつ

くってはどうかというようなお話は出ておりませ

んでした。どちらかというと既存の施設を一時的

な避難場所で使えないかと、そういう形で御意見

をいただいております。 

○佐々木玲子委員 多分、私も今までのいろいろ

な防災関係の答弁とかを伺っていて、ちょっと防

災センターまでというのが網走においては難しい

のかなと、今、既存のいろいろな諸種、備蓄品に

しても何にしても備えは少しずつ整ってきている

なという感覚を持っております。 

 やはり、市民の皆さんの中には例えば海沿いに

お住まいの方、川沿いにお住まいの方はやはり、

本当に３年前に東日本大震災、ちょうど私どもも

あの日はここで予算特別委員会をやっておりまし

て、急にあれしたのでニュースを見たら大きな船

が道の真ん中を走ってくるような映像が目に飛び

込んできて、本当に現実にそんなことが起きてし

まったのかなというぐらい衝撃を受けたというの

を今でも明確に覚えております。 

 そういう意味では、やはり市民の方の中にはい

ろいろなワークショップをやった方の中から意見

は出ていないにしても、やはりいろいろな思いを

お持ちの方はいらっしゃるのだなということをま

ず受けとめていただきたいなと。 

 それで、本当に防災センターが網走にとっては

必要がないのか、またそれに類似するような公共

施設があるのか、もしあるとすればきちんとわか

りやすい形で皆様にお知らせをするということも

きちんとやらなければいけないなと思うわけです

けれども、その辺の考え方についてはどうでしょ

うか。 

○大島昌之総務課長 防災センターのような災害

の拠点となるような施設でございますが、市とい

たしましては基本的には防災避難所施設がそれぞ

れの避難、防災の拠点、災害発生時の拠点になる

のではないかというふうに考えております。 

 なかなか新しい施設というのは難しいというこ

とで、いかにこの既存の施設を活用した中で避難

に時間がかかる方、高齢者の方、障がい者の方が

一時的にでも災害に遭わないような形にするよう

な形で整備を進めていきたいとは考えておりま

す。 

○佐々木玲子委員 そのような形が今、消去法で

いけばそれしかないのかなと理解はするところで

すけれども、もう１点、今言ったようになるべく

早く避難をするために、前回、網走にも津波警報

で物すごい皆さんが避難するのに道も全部渋滞を

して、特に向陽の坂を上がろうとした車が全部渋

滞で数珠つなぎになったということがありまし

た。 

 そういうことがあった以降、やはり徒歩で避難

するというのが適切ではないかというお話が出て

おりました。 

 そうすると、それぞれの地域でなるべく一直線

で一番身近な高台に上がれる道というものを探し

て逃げていただくというのが適切なのかなと、一

つは３年前の東日本大震災でもてんでんこという

ことで一人一人が判断をして、逃げていただく、

これしか究極ないのではないかといったときに、

それぞれの地域に例えば台町でしたら、俗に言う

100段階段というのですか、階段があったり、呼

人も実は昔使われていたけもの道のような、漁港

から上の高台に上がれる道路がついていたり、網

小の坂のところにも今、整備もされて、街灯もつ
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いて歩ける階段があったりとか、そういうものが

市内に昔からの生活の知恵で歩いてきた坂道が、

けもの道が随分あると聞いております。 

 その辺も市としてはどの程度、把握していらっ

しゃるのか、まずそこをちょっとお聞きしたいと

思います。 

○大島昌之総務課長 津波の避難に当たりまして

は、基本的には議員おっしゃるとおり車で避難す

る場合、渋滞が起こり、逆にその動きが身動きと

れなくなるということもございますので、基本的

には徒歩でということではしておりますが、ただ

高台まで距離があるような地区については車での

避難するということでお話をさせていただいてお

ります。 

 津波避難の全体計画では、避難路、避難経路に

つきましては、基本的には国道、道道、市道とい

う主要道路としております。 

 ただ高台へ避難することが可能な通路として

は、委員おっしゃいましたように台町、ベルコ会

館に上がる階段もございますし、例えば網走神社

に向かう通路、あと網走小学校への階段等、市内

11地域に分けておりますれども、その中では約30

カ所程度、そういう通路があるということでは把

握しております。 

○佐々木玲子委員 今のところは30カ所程度把握

しているということで、できましたら全市内、徹

底的にそういう調査をされてどういうところがあ

るのか、そしてそこが例えば私が見た呼人の漁港

からの坂道はほとんどもう潰れてしまって、昔は

よく子どもたちがそこを歩いたのだよとか、年配

の方がそこを歩いて上がられたのだよというよう

な、もう過去のものになったものがありますか

ら、そこを皆さんに一人一人おのおのが歩いて避

難できるように、よく調べた上で整備をするとい

うことを考えられたらどうかと思うのですけれど

も、その辺の考え方はどうでしょうか。 

○大島昌之総務課長 先ほども申し上げておりま

す、津波避難計画は地域計画策定にかかるワーク

ショップの中でも地域の方々からそれぞれいわゆ

る通路というのですか、けもの道みたいのがある

のだけれども、それは避難路としてならないのか

というような御意見もいただいたところでありま

す。 

 また、呼人につきましては呼人漁港からスポト

レに上がるところに階段があったと、地域の方の

お話ですと大雨の際に階段を水が流れると、雨水

が流れなどして現在は使われていないということ

でございました。 

 場所をかえて堅固な階段がもう１カ所あれば高

台への避難が容易になるかなというようなお話も

いただいております。 

 これらの通路が避難路として適しているのか、

また安全に利用できるかなど、地域の皆さんから

の御意見もいただきながら検討させていただきた

いと思います。 

○佐々木玲子委員 ぜひ、地域の皆さんのお答え

を伺いながら、できましたら本当に徒歩で避難で

きる道路というものをたくさん確保しておいてい

ただきたいなと思います。ぜひ、前向きに検討し

ていただきたいと思います。 

 あともう１点ですが、東日本大震災からことし

で丸３年、非常にことしはまたいつもよりも３年

たって、震災地域がどこまで復興したのか、どう

いうことで困っているのか、そういうような特集

が随分報道でされておりました。 

 その中で、やはり被災地は行政側の職員の数も

少なく、非常に対応に苦慮していると。その地域

によってはずっと毎年、継続して職員派遣をして

くださる自治体もあるけれども、そうでないとこ

ろもあるというお話を聞いておりまして、当市に

おいても被災地への支援は継続してこれからも

行っていくという市長のお話を私は覚えているわ

けですけれども、当市としてはどんな今、支援を

継続して行っているか、まず伺いたいと思いま

す。 

○大島昌之総務課長 被災地への支援についてで

ございますが、これまで避難者の受け入れや被災

者の一時滞在への支援などを行ってまいりまし

た。 

 また、平成24年の７月と８月には全国青年市長

会から陸前高田市復幸応援センターの職員派遣の

要請があり、被災地の復旧復興を応援し、さらに

住民とともに地域の絆の再生を取り組むため各１

名ずつ職員を派遣したところであります。 

 今後につきましては、全国市長会や全国青年市

長会からの情報を収集しながら、どういう支援が

できるのか、引き続き検討してまいりたいという

ふうに思います。 

○佐々木玲子委員 今は特に支援という形のもの

はやっていないと理解していいのでしょうか。あ
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と、情報収集という形をとると、これから。とす

れば、私としてはこの総務費の中で職員研修費と

いうのが全体で800万円近く計上されているわけ

ですけれども、そういう被災地へ職員を派遣する

ということが職員の研修にも値する活動ではない

かと思うところで、本当に職員の皆さんが他の自

治体へ行って、その厳しい状況を見ながら、そう

いうところで実際に活動することのほうが、市民

との皆さんとのいろいろな交流を深めていく意味

でも、相手の立場に立って行動できるという、そ

れが非常にやはり市の職員には大事なことだと思

うので、やはり職員の派遣というのがまだ非常に

必要だという話が出ておりましたので、その辺の

ところで職員派遣が本当に必要なのかどうかとい

うところを情報を得た上で、職員派遣というもの

を考えてみてはどうかと思うのですが、お考えは

いかがでしょうか。 

○大島昌之総務課長 被災地への職員派遣でござ

いますが、職員の派遣要望につきましては全国市

長会が窓口になって要望を取りまとめておりま

す。 

 その要望内容といたしましては、被災から３年

を経過したこともあり、建設事業に携わる土木建

築技師、土地区画整理の経験者、住民ケアにかか

わる保健師などの長期派遣の要望が大変多く、こ

れらの職員の確保は市としても厳しい状況にござ

います。 

 委員おっしゃるとおり、被災地への職員派遣に

つきましては人材育成の面から有効な研修である

と考えておりますが、限られた人材の中でどう対

応するか今後も検討してまいりたいというふうに

考えています。 

○佐々木玲子委員 いろいろとそこのところは厳

しい事情と、その全国市町村会からの要望等とか

も、それほど切実に職員派遣を求められていない

とすれば、そこはちょっと一安心なのですが、現

実には厳しいという報道もされておりますから、

しっかりと情報収集をされて、何とか派遣という

ことも、こちらのほうから働きかけるということ

も厳しい状況だということもあるでしょうけれど

も、考えてみるべきではないかなと、まだまだ被

災地の復興はこれからという、３年たっても仮設

暮らしの方が随分いらっしゃるという中で、やは

り私たちも対岸の火事、人ごとではなくてしっか

りと対応していってあげたいなと考えております

ので、ぜひ職員派遣についても検討をいただけれ

ばということを要望いたしまして、質問を終わり

ます。 

○七夕和繁委員長 次、古都委員。 

○古都宣裕委員 まず最初に、事業項目としては

ないのですけれども、昨年から領収書、旅費規定

の中で領収書の添付というふうになりましたけれ

ども、その部分、継続されているか否かという部

分をお伺いします。 

○岩原敏男職員課長 旅費の実費支給にかかる領

収書の添付等についての御質問でありますが、こ

のことにつきましては平成25年４月から法人カー

ド決済による実費支給としております。 

 法人カード決済については、旅行の行程表と

カード決済の書類を支出命令書に添付し、会計課

の確認を行っております。 

 また、カード決済できない場合などの現金支給

などにつきましても領収書を後日、会計課のほう

に添付して、継続して実施しております。 

○古都宣裕委員 昨年いろいろあった上で、さら

にいろいろな自治体というのもマスコミに騒がれ

た上で導入した部分もあります。そういった部

分、ちょっと事務手間もあるかもしれませんけれ

ども、しっかり継続した上で市民に透明性を示し

ていってほしいと思います。 

 次に、網走ＰＲ戦略構築事業というのがありま

すけれども、この内容というのを詳しく教えてく

ださい。 

○岩永雅浩企画総務部次長 網走ＰＲ戦略構築事

業の事業内容でございますが、先ほども御答弁さ

せていただきましたけれども、市ではこれまで観

光部で所管する事業を中心にさまざまな情報メデ

ィアを活用して、観光客の誘客、合宿の誘致など

の交流人口の拡大に成果を挙げてまいりました。 

 情報提供の範囲の拡大、そして効果の向上を図

り交流人口を拡大するために観光情報だけではな

くて、網走市全体としての情報提供、いわゆるシ

ティセールスの戦略を構築する必要があるという

認識に至りました。 

 健康キーワードに展開している政策や事業など

の中から網走の強みとしてＰＲすべきものを選択

し、情報発信の戦略を構築してまいりたいという

ふうに考えております。 

 また、選択した政策や事業の情報を積極的に発

信することで、網走の魅力を伝え観光客誘客やス
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ポーツ合宿、企業誘致などに活用したいというふ

うに思っておりまして、そのためにテーマやター

ゲット別に組み立てた電子書籍によるプレゼン

テーション用の素材を作成したいというふうに考

えております。 

 政策の選択等につきましては、庁内組織として

網走ＰＲ戦略構築会議を開催をしたいというふう

に考えております。 

 その中で、選択された内容をもちましてプレゼ

ンテーション用の素材を作成したいというふうに

思っています。 

 素材の活用先につきましては、観光エージェン

トや観光展、物産展などのイベント、そして誘致

先の企業や大学などでのプレゼンテーション、そ

れから行政視察の受け入れや移住希望者などへの

提供などを想定をしてございます。 

○古都宣裕委員 昨年、別な事業ではありますけ

れども水産、農業、そして観光という部分での情

報共有を図ってしっかりとした上で売っていくべ

きということで、それに類する形でこの戦略構築

事業できたのかなとは思いますけれども、農業と

して、では網走が何が今、強みで来るか、水産業

として何が強みかという部分の情報等も収集した

上で一番持っているのは多分、観光が一番そうい

う情報を持っているとは思うのですけれども、網

走の一番の強みは何かというのを内部で考えるも

のと、外部から来る観光客とか、食を目的に来る

人だとかが一番何を求めてきているかという部分

の相違点というのはどうしても出てくると思うの

で、そのマーケティングについてはどのように考

えているのでしょうか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 マーケティングの部

分についてですけれども、当面といいますか、今

回の事業につきましては行政の中で素材を作成を

し、それを情報提供していきたいと思っておりま

す。 

 それの反応を見るという形でマーケティングの

ような形を実施していければいいなというふうに

考えています。 

○古都宣裕委員 正直言いましてマーケティング

まで行うのならこの予算は少し少ないのかなと思

います。マーケティングもアンケートタイプで行

うのかとかいろいろなやつのやり方もあるとは思

うのですけれども、そのアンケートのとり方一つ

とっても専門性が物すごく問われる部分でありま

す。 

 アンケート、例えば視聴率操作とか世論調査の

操作的なところでも行われるように、いいと思

う、よくないというようなアンケートでとれば、

どちらともとれない人は、まあいいと思って選択

した部分、よしととられて、またその逆もしかり

であろうと、簡単に操作できてしまう部分もあり

ますので、その辺のマーケティングのとり方とい

うのもしっかりとした専門家とも話し合った上で

データ収集を行った上でしっかりとした情報分析

を行って、まちの強みという部分を見つけていく

べきと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 今年度につきまして

は、会議に利用する経費として10万円、そして電

子書籍の作成に80万円の予算計上をさせていただ

いておりまして、委員から御指摘のありましたよ

うな比較的高度といいますか、丁寧なマーケティ

ングやアンケートの実施については、実施をでき

ないといいますか、する予定にはございません。 

○古都宣裕委員 今後としても町の弱みというも

ののブラッシュアップというのはどうしても必要

になってきます。特に観光分野については一番必

要ではないかなと、今現在、まだその部分を持っ

ていないとするならば、それは逆に少し不思議か

なと思うのですけれども、今後、もしこれが継続

するのであれば、そのような部分も考えた上で取

り組んでいただきたいと思います。 

 次に、生活緊急情報メール配信事業について質

問します。 

 この事業なのですけれども、内容として先ほど

いろいろ出ていますけれども、昨年、始めるとき

にたしかスキー場などオープン情報等も発信する

という部分であったのですけれども、実はことし

スキー場のオープン時には発信されていなかった

りと、いろいろとそういった部分が出ていると思

うのですけれども、そういった部分の内容として

はどうなっているのかという部分をお伺いしま

す。 

○岩永雅浩企画総務部次長 生活緊急メール配信

事業の内容でございますが、本事業は携帯電話の

メール機能を活用しまして、災害時の緊急情報を

迅速に提供するということが一つ、もう一つは生

活イベント情報を定期的に提供していくというこ

とで事業を実施しております。 

 生活イベント情報につきましては、週に一度、
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金曜日を中心に配信をしておりますが、さらに不

定期ではありますけれども必要に応じて情報を発

信するスポーツや観光、お祭り、子育て、福祉、

産業などの情報提供、イベント情報がございま

す。さらに、ボランティア情報や市民活動の情報

を不定期に発信をしておりまして、週に一度、定

期的に発信しているのは文化イベントと健康情報

の２領域になってございます。 

 今後、提供する情報の種類や内容については精

査も必要かなというふうに思っておりますけれど

も、委員から御指摘のありましたスキー場のオー

プンにつきましては、基本的には原課が情報発信

をするということになっておりますが、それを点

検をするのは企画調整課の役割となっておりまし

て、情報発信ができなかったことでスキー場の

オープンを楽しみにしていた市民の皆様に御迷惑

をかけた点については大変申しわけないなと思い

ますが、その後、それらの指摘を受けた後につい

てはスケートリンクのオープンなどについては的

確に、タイムリーに情報が提供できているという

ふうに考えております。 

○古都宣裕委員 最後でございますけれども、そ

ういった部分で人間ですから必ずしもミスなくと

いうのは無理な部分もあるとは思いますけれど

も、なるべくそういった部分、楽しみにしている

の人もいたという部分と一番は災害情報の発信が

一番命にかかわる大切な部分かなと思いますの

で、その辺をしっかり留意した上で取り組んでい

ただきたいと思います。 

 以上で私の質問を終わります。 

○七夕和繁委員長 次、立崎委員。 

○立崎聡一委員 それでは、私のほうから１点だ

けちょっと質問させていただきます。 

 職員研修のことについてお尋ねしたいなという

ふうに思います。 

 行政を預かる者としまして職員という方々が目

の前に皆さんいらっしゃるのですけれども、行政

事務を効率かつ民主的に遂行させなければ的確な

住民サービスの提供はあり得ません。 

 行政を取り巻く環境や住民意識の刻々とした変

化もあり、これに対応するために常に行政の主役

は住民であろうという意識を持ち続けることが必

要だと思われます。 

 このようなことから、住民が求め理解する職員

像に一歩でも近づくために、職員研修は大変必要

なことになるかというふうに考えてはおります。 

 そんな中で、職員研修の予算づけがされている

のですけれども、その職員研修の具体的な目的、

それから目標というのは今、述べたとおりのよう

なことかなというふうに思います。 

 当市も具体的な目標というのは実態能力の向上

であるとか、潜在能力の発揮であるとか、公務員

倫理の認識であるとかというふうに私も思ってお

ります。 

 その中で、実際の職員研修でございます。今ま

での北海道職員など、各種研修行われていると思

いますが、その実績等をお聞かせ願いたいと思い

ます。 

○岩原敏男職員課長 職員の相互交流等の研修に

つきましてですが、糸満市の場合につきましては

糸満市との職員相互派遣につきましては平成15年

度から平成18年度までの４年間で、４名実施して

おりまして、一時中断しておりましたが平成25年

度から再開しております。平成26年の派遣で６人

目となるところでございます。 

 次に、北海道との職員研修、相互交流の関係で

ございますが、昭和61年度から平成23年度まで、

25年間で16名派遣しております。新年度の26年度

から再び派遣することとしまして17名目の派遣を

予定しております。 

○立崎聡一委員 今の御説明で道職員との交流、

それから友好都市である糸満市との派遣交流とい

うのが確認できました。 

 当市における現在までの状況を今、聞いたわけ

なのですけれども、目標、それから目的の部分と

いうのを含めながらやっている事業だというふう

に考えます。 

 今までの研修に行かれた方々、皆さんが皆さん

残っているかどうかというのはちょっとわからな

いのですけれども、どのような成果が得られてい

るかお聞かせ願いたいと思います。 

○岩原敏男職員課長 職員の相互交流の成果につ

いてでございますが、例えば糸満市の場合です

が、職員は基本的に定年まで網走市という一つの

組織しか経験できませんが、相互派遣により他の

自治体から、外からではなく、中に入って見ると

いうのは貴重な経験であり、違った組織の体験は

職員の視野を広めるなど、職員のスキルアップに

つながっているものと考えております。 

 また、糸満市の職員を受け入れることは、職場
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の刺激や活性化につながっているものと考えてお

ります。 

 次に、北海道との職員交流、これの成果でござ

いますが、北海道という大きな組織の職員の経験

を積むことは貴重な体験であり、財産となってい

るものと思っております。 

 その後、派遣した職員については道とのパイプ

役としてでも期待できるところでございます。ま

た、相互交流であることから、道から来る職員を

受け入れるわけで、道職員と一緒に仕事するとい

うこともよい刺激となっており、学ぶことも大

変、多いものとなっております。 

○立崎聡一委員 基本的な部分については同じ認

識なのかなというふうに考えております。 

 いずれにせよ、糸満市との交流、職員交流とい

うのですか、中からばかり見ているよりも、やは

り外から見るというのも大切なことだなというふ

うに思いますし、それから道職員の交流でいけ

ば、やはり大きい団体に入ることによっての自

分、個人的なスキルアップというのもあるので

しょうけれども、当市に与える影響も大きいもの

だなというふうに考えます。 

 その次なのですけれども、一般研修という項目

もございます。一般研修というのは、種々研修あ

る中で基本的な部分というのをきちんと構築して

いかなければならないなというふうには思います

けれども、その中で農業研修というのを実施され

ているところであります。 

 この研修も実はかなり重要な部分を占めている

なというふうに思います。実際に今年度も昨年５

月なのですけれども、研修目的のみならず春先の

悪天候によります援農という形で各関係機関も援

農という形をとられていたと思いますし、当市も

その援農とこの研修を合わせて多分、実施された

のだろうなというふうに理解しているところでは

ございます。 

 農業者というのも網走市民であります。現場か

ら、作業を通じながらの老若男女を問わず意見交

換をするということは大変、職員にとっても有益

であり、当市にとっても必要なものであるという

ふうに考えます。 

 その農業研修、そのほかにも秋にも実施されて

いるというのは私も知ってはおります。今はその

農業実習の中身について云々かんぬんというの

は、それは実際受けている方と、それから受け入

れられている方との中の協議のもとで進められて

いると思いますので、その辺は別によろしいので

すけれども、他の産業、例えば漁業ですとか、そ

ういった業種への研修というのですか、体験とい

うのですか、そちらのほうは考えているかどうか

お聞かせ願いたいと思います。 

○岩原敏男職員課長 他の産業分野についての体

験実習が考えられないかというお話でございます

が、過去に平成24年度に漁組の協力を得ましてホ

タテ、シャケの水揚げや市場の競りを見学する漁

業見学を実施したことが一度ございます。 

 基幹産業である農業、漁業を実地体験し、交流

することで公務員の視野を広げる点からも重要な

ことと考えておりますので、今後また他の業種の

研修もふやしていきたいというふうに考えており

ます。 

○立崎聡一委員 前向きに取り組んでいきたいと

いう御答弁をいただきました。 

 本当にいろいろな産業ありますので、全て体験

するというのはなかなか難しい、時間的にも、そ

れから予算的にもなかなか厳しいものがあるのか

なと思いますけれども、まずは見学から始めてく

というのも一つの方法だと思います。その辺を含

めて今後、いろいろ考えていただきたいなという

ふうに思います。 

 次に、職員の入れかわり、これはどの業種でも

そうなのですけれども、今よく言われていますの

は世代交代についてなのですけれども、団塊の世

代の方々が定年に伴いまして、当市職員も随時、

若返りが図られていることだろうなというふうに

考えます。 

 そこで、市の直営している施設、これは分野で

いけばまた後日改めて聞きたいなというふうには

思っているのですけれども、ロードヒーティング

ですとか、市民会館などの管理体制のことについ

てなのですけれども、現状、そういう方々が退職

されてしまって、今後その直営の部分について

ざっくりとどういうふうな対応をしていくのかと

いうことをまずお聞かせ願いたいと思います。 

○岩原敏男職員課長 立崎委員からお話のありま

した電気関係等の専門職の技術の継承についてで

ございますが、この専門職の技術の継承について

は団塊の世代の定年退職があったことから、職員

も大幅に入れかわり、専門職の技術継承について

は今後も引き続き解決していかなければならない
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課題だと認識しております。 

 次に、この課題の解決につきましてはこれら技

術の継承は公共と民間、どちらが担うべきかもあ

り、業務の内容や業務量によっては業務委託な

ど、アウトソーシングも視野に入れて今後、検討

していかなければならないものと考えておりま

す。 

○立崎聡一委員 ありがとうございます。 

 技術職の育成に対する御答弁をいただきたいと

思います。 

 アウトソーシングを視野に入れて今後、考えて

いくということは、やはり重要なことだろうなと

いうふうに思います。 

 今後、市政を運営していく中でも必ず直面する

事態だというふうに私も考えておりますので、そ

の辺は十分考えていただきたいなというふうに思

います。 

 最初、申し上げたとおり行政を預かるものとし

て行政事務の効率化かつ民主的に遂行できる、で

きなければ的確な住民サービスは行えないという

考え方のもとで、行政に携わっていただいている

というふうに思っております。 

 常に、住民が行政の主役は住民であるというこ

とを認識していただいくということが寛容なこと

であるというふうに思います。 

 今後、引き続きしっかりとした職員研修を進め

ていただく、とても大切なことだと思います。そ

して、私も議員として二元代表制のもと、しっか

りとした対応をしていきたいと思いますので、今

後ともよろしくお願いを申し上げて、私の質問を

終わらせていただきます。 

○七夕和繁委員長 ここで、昼食のため休憩をい

たします。 

 再開は、午後１時といたします。 

午前11時59分休憩 

────────────────────────── 

午後１時00分再開 

○七夕和繁委員長 休憩前に引き続き、再開をい

たします。 

 質疑を続行いたします。 

○平賀貴幸副委員長 昨年の予算審査特別委員会

や、同じく９月、12月の一般質問等でも人口構造

の変化と予算の関係や、網走で最も人口流失率の

高い24歳から29歳の年齢層の人口流出対策などに

ついて質疑を行ってきました。今回もこの観点か

ら質疑を進めたいというふうに思います。 

 まず、厚生労働省、老健局が出していた2015年

の高齢者介護という報告書がございました。日本

で最も人口の多い世代、団塊の世代全てが65歳を

超えるのはいよいよ来年、2015年であります。 

 そして、それから10年後の25年にはついに75歳

を超え、2025年問題と言われる課題がまた始まる

わけであります。 

 これに伴うように進むのが人口の減少と就労人

口の減少であります。年を追って見ていきます

と、2010年の総人口は１億2,806万人、15歳未満

の年少人口は1,684万人、生産年齢人口が8,173万

人、65歳以上の高齢者人口で見ていくと2,948万

人で高齢化率は23％になります。 

 それから、2035年の予測を見ますと総人口は１

億1,212万人と、2010年の88％まで減少し、15歳

未満の人口が1,129万人、67％まで減少、生産年

齢人口で見ると6,343万人と、同じく78％に減少

することになります。 

 65歳以上の高齢者は、3,741万人となって127％

の増加、高齢化率はいよいよ33.4％、1.7人で１

人を支えるということになります。 

 そして、今から36年後の2060年の予測ですと、

総人口は2010年の68％の8,600万人台に、そして

15歳未満は791万人、47％まで減り、生産人口は

4,418万人と、同じく 54％と半分にまで減りま

す。そして、 65歳以上の高齢者人口を見ると

3,464万人で117％の増加と、減少傾向になるので

すけれども、一方で75歳以上の高齢者人口に目を

移すと、逆に165％2010年の時点よりも増加しま

す。高齢化率も伸びこそ鈍化しますけれども39.9

％まで高まります。1.3人で１人を支える状態に

なります。 

 実は、ここに実際の就業者数の推計値というの

を加えると、実際の就業者数というのは3,400万

人ほどになりますので、１人で１人を支える時代

に今から36年後にはなるということがわかりま

す。 

 ちなみに、高齢者人口のピークは2042年ですか

ら、そこまでは65歳以上の高齢者はふえ続けるこ

とになりますけれども、人口に占める高齢者の割

合というのは、それ以降も高まり続けるというこ

ともわかるわけであります。 

 この網走にこの数字を当てはめて推計します

と、2060年には人口が２万6,000人程度、15歳未
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満の人口は2,300人程度、生産人口は１万3,000人

ほどで、就業者数で見てみると１万 1,000人ほ

ど、そして65歳以上の高齢者は約１万人で、その

うち75歳以上の方は7,000人ほどと推測されます

が、実際、このような数字に網走市としては近づ

くというふうに推計をされているのか、網走市の

人口の構造の変化に対する推計の状況を伺いたい

と思います。 

○岩永雅浩企画総務部次長 人口構造の変化につ

いての御質問ですが、人口推計から持つ危機意識

としましては、委員からも御指摘があったとお

り、都市部に住む団塊の世代が支えられる側にな

る経済社会的な転換期を迎える平成37年、2025年

が一つのポイントになろうかと思います。 

 このことによって、国による均衡政策、交付税

や補助金といった政策の限界が訪れるのではない

かというふうな推測がされておりますし、一つの

自治体がフルセットで行政サービスを提供するこ

とが極めて困難になると推測をされております。 

 さらに、現在40歳から45歳の層に二つ目の山が

あり、団塊の世代の層と同様に、その左側には急

峻な谷があるということも見て取れます。谷の部

分は労働人口の層でありまして、状況はさらに厳

しいものが予想されております。 

 これらの状況については、当市についても同様

のものというふうに認識しております。 

○平賀貴幸副委員長 同様な状況で推移をすると

いうことがわかりました。 

 ここにどうやって対応していくのか、対策をす

るのかということなのですけれども、まず最初に

確認をしたいのは、健康をキーワードにしたまち

づくりの目指すところであります。 

 先ほど申し上げたように、途中から高齢者の人

口そのものは減っていくのですけれども、なお75

歳以上の人口はふえ続けるという状態がありま

す。 

 そこで支え手をどこで線を引くのかということ

が重要になるというふうに思います。つまり、現

在は65歳以上の方々を支えられる世代というふう

に認定をしておりますけれども、それを75歳以上

の方々を支えるべき世代、そしてそれ以下の世代

は支える側の世代に回っていかなければ、地域と

しては成り立たないというようなイメージを持っ

ている研究結果が多いのですけれども、網走の健

康をキーワードにしたまちづくりはそこをどう線

引きを目指しているのでしょうか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 平成26年度の予算編

成に当たりましては、健康で安心なまちづくりの

実現に向けた飛躍の年と位置づけ、財政の健全化

を図りつつ重点施策である三つの健康をさらに推

進するものとしております。 

 人口減少、高齢化の中で日本は世界に先んじて

少子高齢社会の道を歩んでおりまして、人口構造

の変化と労働力人口の減少の中で、現役世代と引

退後の時間をいかに豊かに過ごしていくかという

ことが問われているというふうに考えておりま

す。 

 そういう中で、ある程度、かなりの人口減少が

避けられないという先ほどの推計の現実を直視す

るとすれば、生産年齢人口を確保するためには若

者や女性、そして障がい者、さらに委員から御指

摘のあった高齢者が健康で生きがいを持って尊厳

のある働き方ができるという、雇用の拡大によっ

て総合力として生産人口をふやしていくというこ

とが必要だというふうに考えています。 

○平賀貴幸副委員長 考え方は理解をさせていた

だきました。 

 ここで、私は網走市の人口減少に着目して統計

を調べたということを以前、申し上げまして、25

歳から29歳の世代が５年間で700人と最も多く減

少し、その傾向が15年ほど続いてるということを

指摘させていただきました。 

 また、ここの世代に対する人口流出防止に資す

る政策、あるいは移住政策といいますか、人口流

入政策が必要であるということも述べてきたとこ

ろであります。 

 そこで、これに対する取り組み政策、対策を含

めて、先ほど述べてきた共有のできている人口構

造の変化への対応を少しでも緩やかにするという

取り組みを今から始めるというのは大変大事なこ

とだと思うのです。 

 この観点において、今年度の予算を見たときに

どのように見えるのかを伺いたいと思いますが、

こうした推移で見ますと、今年度の予算において

どういったところがこうした課題への対策のス

タートであり、どの程度の効果を果たすというふ

うに想定されているのか、見解をお伺いしたいと

思います。 

○岩永雅浩企画総務部次長 御質問にあったとお

り、網走にとどまってもらうためには働く場をど
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う確保していくかということは、市としても大

変、大きな課題であるということにつきましては

十分、認識をしているところでございます。 

 雇用の場を生み出すことについては簡単なこと

ではございませんが、食をキーワードとした産業

の育成や、近くでは日体大特別支援学校の設置に

伴う雇用の場の創出、生徒や教職員の移住、こう

した取り組みを一つ一つ積み重ねることが大事だ

というふうに考えておりまして、平成26年度の事

業、政策につきましても市政執行方針に記載のと

おり雇用の場の確保に向けた取り組みも実施をし

ていくということでございます。 

○平賀貴幸副委員長 個別の政策につきまして

は、それぞれの担当のときにまた改めて伺ってい

きたいと思いますが、この人口構造の変化に対応

するための方法はほかにも幾つかあるのだという

ふうに思います。 

 先ほども申し上げましたが就労人口が減るとい

うこと以上に、実は就業者数はもっと減るという

ことをしっかり抑えるということが必要です。つ

まり、就労人口の全てが仕事ができるわけではな

いというのが実際のデータ上、明らかだというこ

とです。 

 約１割ほどは働けない方々がいらっしゃるとい

うことです。この方々をどう減らすのか、働けな

い方々をどう減らすのか、これのことに外せない

のが実は男女共同参画の考え方になってまいりま

す。 

 今年度も予算書の36ページには男女共同参画プ

ラン推進管理に32万円が計上されていますが、こ

の事業を含めて網走市における男女共同参画の進

捗状況をどう評価されているのか見解を伺いたい

と思います。 

○岩永雅浩企画総務部次長 男女共同参画などの

社会課題の解決については、指摘のとおり一朝一

夕ではなし得ないものだというふうに考えており

ますし、それらの活用を持続させることも簡単で

はないというふうに認識をしています。 

 一方、男女共同参画という側面から考えます

と、最近では地域に密着したコミュニティービジ

ネスの担い手の多くが女性であることを見れば、

これもこれまでの地道な取り組みの成果ではない

かというふうに考えておりますし、仕事と生活、

地域活動の両立に向けた支援や政策、方針決定の

場合の参画、子育て支援、ひとり親支援など多く

の現代的課題の解決に向けた取り組みを今後も地

道に進めていく必要があるというふうに考えてい

ます。 

○平賀貴幸副委員長 社会的価値観にかかわるも

のはほかにも幾つかございまして、公契約もその

一つであります。 

 網走市には、総合評価による公契約条例導入に

ついては課題が多いことから検討をされていない

というふうな答弁が過去にもありましたが、そう

はいっても労務単価が極端に低くなる契約は、や

はり防がなければいけませんし、下請け先の労務

単価が極端に低い状況を生み出さないための工夫

を、要綱や指針などで示していくことも必要な状

況に変わりはないわけであります。 

 さらに、指定管理者の評価についても、特に企

業に指定管理者として活動していただいていると

ころについては、網走市としては十分な評価をし

ているというふうに認識をされているようです

が、私はもう少し検討の余地があるのではないか

と思うところであります。 

 指定管理者にしても、市民利用が増加していな

いところはないでしょうか。市民からの苦情がふ

えているというところはなかったでしょうか。ま

た、市民の運営への参画という点では直営とどう

違ったのでしょうか、そのあたりの検証はどのよ

うになっているかをあわせて伺いたいと思いま

す。 

○岩永雅浩企画総務部次長 指定管理者制度に関

する点で答弁をさせていただきたいと思いますけ

れども、民主市民クラブの代表質問でも述べられ

ておりましたが、当市の指定管理者につきまして

はおおむね適切に運営して、その管理の責任を果

たしているというふうに、同様の認識をしており

ます。 

 施設が有効に活用され、活性化も図られている

と評価をしているところでございます。 

 また、一般論としては、特に情報公開や説明責

任に対する意識の高まりから、どのような人、

物、金といったものになるかと思いますが、それ

らをどのぐらいの量を使って事業を行ったかにつ

いて報告がされる傾向が強まっております。 

 責任説明の観点からも望ましいことではあると

いうふうに思いますし、一方で社会的な課題の解

決や持続性への貢献につきましては、どのような

成果や変化を起こし、どのような社会的価値を生
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み出したかについて着眼点を置くことが望ましい

というふうに言われております。 

 評価につきましても選定委員会の中でこれらの

視点も持ちながら評価に当たっているところであ

ります。 

○平賀貴幸副委員長 ここは引き続き状況を見な

がら、必要に応じてまた検討していきたいという

ふうに思いますけれども、今、述べてきたような

考え方は社会的価値に属するものでありまして、

行政にはこうした社会的価値観、実現のために各

種政策を立案し、それぞれの政策を遂行していく

という強い意識と意図を組織横断的に持っていく

という土壌づくりが必要な時代になっておりま

す。 

 網走市としては、ここをどのように意識をされ

ているのか、またそのためにどのような組織マネ

ジメントを行われているのか伺いたいと思いま

す。 

○岩永雅浩企画総務部次長 一般論として申し上

げますが、地方自治体が担っている事業につきま

しては、ほぼ全てと言っていいかと思いますが社

会的な価値を持った事務事業が行われているとい

うふうに考えております。 

 それらの横断的な確認などにつきましては、企

画調整課で所管をしております行政マネジメント

推進事業などでさまざまな市内の実態の状況を客

観的、科学的な数値に基づいて評価をするという

取り組みも緒についたところではありますけれど

も、実施をしているところです。 

 具体的には、予防接種の有無と医療費の関係、

あるいは高齢者施策に積極的に取り組まれている

高齢者と、そうでない高齢者との医療費の使われ

方の関係ですとか、現在も検討、分析は進められ

ているところですけれども、それらを参考にしな

がら施策決定の構築をしていくということを行っ

ているところでございます。 

○平賀貴幸副委員長 実施の状況、過程だという

ことでありますけれども、行われていることは理

解をいたしました。 

 そこをどうやって公表していくのかというのが

次の課題でありまして、公表することで認識を共

有化するということにやはりつながるのだと思い

ます。 

 それは庁舎の中だけではなく、市民も含めてと

いうことでありますけれども、こうした政策の検

討や評価が行われているということは私も承知は

しておりますが、市民の意見、あるいは今後、広

聴機能の充実などで市民の意見を集めるというこ

とからまず始められているのだろうと思います。 

 その上で、行政内部の政策検討会、あるいは予

算ヒアリングなどでの評価検証も含めて行った上

で、ことしの予算に反映されているということも

理解をするところでありますが、私は先ほどの答

弁も含めてですけれども、その上で行政内部の政

策検討会や予算ヒアリングなどで行っている評価

や、検証の状況を公開をするということをこれま

で求めてきております。政策形成過程を公開する

ということは、市民への説明責任を果たすことに

もつながり、住民満足度の向上とさらなる市民参

加を進めることにつながります。 

 実施に向けて先ほどの答弁していただいた部分

も含めて、前向きに検討をしていただきたいと思

いますが、いかがでしょうか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 政策検証と事業評価

の情報公開の点についてでございますけれども、

予算執行の結果につきましては委員御承知のとお

り、決算特別委員会の審議の中で、そして予算編

成の内容につきましては今予算等審査特別委員会

で審議がされておりまして、その中での答弁によ

りまして予算編成に至る背景や目的、具体的な事

業内容について開示しているというふうに認識を

しておりますし、この模様がインターネット中継

もされているということですので、情報公開につ

いても十分な状況ではないかというふうに理解を

しております。 

○平賀貴幸副委員長 認識は理解をさせていただ

くところでありますし、そこを意識して我々議員

一人一人も当たらなければならないなと改めて思

うところですけれども、受け身だというふうに思

います。もう一歩、情報公開を私は進めることは

できるだろうと思いますので、それについては引

き続き答弁は要りませんけれども検討を続けてい

ただきたいと思います。 

 次に、政策的な課題について幾つか総務にかか

わるところで伺っていきます。 

 最初に、エネルギーの問題について触れたいと

思います。所管部署いろいろあるのですけれど

も、再生可能エネルギーについてです。先日、

コープさっぽろが再生可能エネルギーをエナリス

との共同出資のエネコープを通じて買い取り、電
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力の自給に近いような事業を行うというような発

表がされたところであります。これは、帯広にあ

ります２カ所のコープ・市民ソーラーとかち南町

発電所と同じく川西発電所のできた電力をエネ

コープが買い取り、それをコープさっぽろに売電

をするという形であります。 

 １円高く買い取り、政府で決定しているＦＩＴ

の価格よりも高く買い取るということで、実際に

電力をつくっている業者さんにはメリットがあ

り、さらにコープさっぽろとしてはその電力を自

分のところで賄うほうが北海道電力から電力を買

うよりもコストが下がるという事業なので、事業

が成り立つということでありました。 

 なぜ成り立つのだろうというところの過程が非

常に難しいのですけれども、実は1.1％から２％

をコープさっぽろの会社の中で節電努力をしっか

りし、省エネの努力をすることで買い取り価格１

円を上げたよりも実はプラスになるという構造だ

ということがわかりました。 

 これは、実はどこでもやろうと思えばやれない

ことではないのだということも一つわかるわけで

す。 

 私が何を申し上げたいかといいますと、網走市

内には２カ所のメガソーラーが稼働するというこ

とになるわけですから、ここの電力は帯広の電力

を札幌のコープで使おうということで、かなりの

送電ロスを覚悟してやる事業です。網走の場合、

例えばこの網走市にかかわる場所でこの事業を展

開すると、網走市役所にかかわる場所でこういっ

た事業を展開するとなれば、送電ロスが全くと

言っていいほど生じない、かなり少なくなるわけ

です。 

 こういった事業を行政が主体で、あるいは地域

の企業が主体となって実施をこの網走で検討する

余地を私はこのコープさっぽろの新しい再生可能

エネルギーの地産地消を促進する事業を見ると、

可能性は十分あるというふうに思うのですけれど

も、行政としてはいかが捉えているでしょうか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 ソーラー発電による

電力の買い取りについての御質問ですけれども、

コープさっぽろが太陽光など再生可能エネルギー

の普及拡大のために新電力業務支援会社と組み、

道内の大規模太陽光発電所から電力を買い取り、

自社店舗で活用する仕組みをつくるという内容が

３月７日の報道で承知をしているところでござい

ます。 

 報道では、委員からもありましたとおり、道内

のメガソーラーから国の基準より高い価格で電力

を調達するということのようでございます。 

 現在、固定買い取り価格は36円台になっており

ますが、平成25年度に着工した発電所からは 37

円、24年に着工した発電所からは42円での買い取

りが義務づけられているというふうに認識をして

おります。 

 経済産業局によりますと、昨年 11月現在で

2,451メガワットの設置申請があったようでござ

いますが、実際に稼働したのはこのうち約６％に

とどまっているというのが実態でございます。 

 また、新電力業務支援会社との電力の接続の仕

組み、送電の仕組み、国の基準より高い価格で電

力を購入することのメリットやデメリットなどが

私どもが入手している情報の中では明らかになっ

ていないところでございます。 

 そうした中で、現時点で知り得る情報が少なす

ぎるということもありまして、コープさっぽろ方

式によって市が、あるいは市内の事業所等が電力

を買い取ることの是非が判断ができないという状

況でございます。 

 そうしたことから、コープさっぽろの取り組み

などを注視しながら研究をさせていただき、慎重

に対応をしていきたいというふうに考えていま

す。 

○平賀貴幸副委員長 この質問をさせていただい

たことの意義は、現在のメガソーラーの有効活用

を図るということだけでは実はございません。 

 さまざまな形で新エネルギーを導入しても、北

海道電力の送電線の関係で買い取りがなかなか難

しいという、この網走の現状を変えるということ

ができるということが大いにあり得るからであり

ます。つまり電力を網走市内の業者、あるいは行

政そのものが生み出す努力をし、その電力を地元

で消費するという形をつくっても、北海道電力か

ら買い取るよりも安い形がこの地域でつくれるの

だとすれば、エネルギーの地産地消をこの地域か

らやるという政策を一つ前に進める大きなチャン

スを得たことに土地が広い網走、あるいは天候に

恵まれた場所だからこそあるということに変わる

かもしれないというものであります。 

 ぜひ、この事業については今後の先行きをしっ

かりと見守るのも重要ですのでやっていただきた
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いのと、網走にも生協、コープさっぽろが今ある

わけで、実際そこから何らかの交渉があり得る可

能性もあります。 

 そういったことも含めて引き続きの検討をここ

はしていただきたいということをこの場で提言を

させていただきます。 

 次の政策課題に移ります。次に、様相はかわり

まして、未婚のひとり親世帯が受ける経済的な不

利益について伺います。 

 12月の一般質問で伺わせていただきましたが、

あのときは正確に物事が伝わらなかったなという

ふうに私も反省をしておりまして、改めて総務か

ら問題提起をして課題解決をつなげられたらとい

うふうに思います。 

 さて、ひとり親世帯は税控除から始まって、そ

れが根拠になってさまざまな優遇政策を受けられ

ることによって経済的に支えていく仕組みができ

上がっていることは、この国の法体系の基本の一

つに組み込まれているものだというふうにしてお

ります。 

 しかし、その法体系が想定していなかったもの

の一つに未婚のひとり親世帯、つまり一度も結婚

せずに子どもの親になった保護者と子どもの世帯

の問題がございます。これがなぜ発生するかは、

今さらなのですけれども結婚が決まっていた方が

あったのだけれども、入籍する前に死別してし

まった、あるいは離別することになった場合や、

死別、離別後に妊娠がわかった場合などにも発生

をするものであります。 

 この世帯は、税額控除が受けられないため、さ

まざまな形での経済的不利益が発生するというふ

うに考えますが、市としてはこの問題についてど

のように認識をされているのか、基本的な見解を

明らかにしていただきたいと思います。 

○脇本美三税務課長 ただいま御質問のありまし

たひとり親の社会的な税の負担の軽減策というこ

とだというふうに思いますが、まずひとり親の税

の軽減策の一つといたしまして、税額控除という

お話ですが、実は所得控除でございまして、これ

は寡婦控除というものがございます。 

 これは、法律上の結婚、いわゆる法律婚をされ

た方が死別、あるいは離別、あるいは配偶者の生

死が不明であるというような場合に扶養親族の有

り無し､あるいは扶養する子の有り無しといった

要件、それから所得の500万円を境にした要件の

違いはありますが、一般の寡婦として所得税で27

万円、住民税で26万円の所得控除が受けられると

いう内容になってございます。 

 また、男性の場合は所得が500万円以下で、な

おかつ扶養する子がいることが条件になっており

まして、女性よりはややハードルが高い条件設定

というふうになってございます。 

 また、所得が500万円以下でなおかつ扶養する

子がいる女性については、特別寡婦と呼ばれてお

りまして、これは所得税で40万円､個人住民税で

30万円の所得控除が受けられるということになっ

ております。 

 所得控除という点でいえばこういうことなので

すが、さらに個人住民税で考えますと、所得でい

いますと125万円、給与収入に換算いたしますと

おおよそ204万円程度なのですが、これ以下の所

得の方で寡婦に該当する方というのは個人住民税

が非課税となるという制度になってございます。 

 そういった面では、そういった問題に直面をさ

れた、いわゆる法律婚を経ていないひとり親の方

については、非常に気持ちとしては不合理である

とか、あるいは不利益であるとかというお気持ち

になることについては理解をしているところでご

ざいます。 

 さらに、例えば保育料ですとか、市営住宅の家

賃算定にもこういった寡婦控除の考え方が取り入

れられておりまして、そこでまた一定の差が生じ

てしまうということもございますので、こういっ

たことについては当事者の方にとっては、さまざ

まな思いがあるのだろうということは理解をする

ところでございますが、ただ、事、税制というこ

とになりますと、税制という観点で申し上げます

と、ある意味、法律でしっかりと固められるとい

いますか、法律に従って運用しなくてはならない

ということでございますので、こういった不利益

や不公平といったところのお気持ちは理解しつつ

も、そのことに対して私どもが何らかの対応をす

るということは非常に困難であるというふうに考

えております。 

○平賀貴幸副委員長 状況を理解をさせていただ

きました。 

 必ずしもこういった方々が網走市内にたくさん

いらっしゃるというわけではなくて、該当する方

が何人かいらっしゃるというのが実態なのだとい

うふうに思いますが、今、脇本課長からも答弁が



－ 27 － 

あったとおり税制に関する所得の控除等に関する

ものは国の法体系に属するものでありますから、

市町村で何かの対応するということは困難である

というか、実質不可能で、国会での審議を経て

しっかりと改正をしていただくという取り組みが

必要なのだろうと改めて思うところであります。 

 しかし一方で、市町村レベルでできることとい

うのは確実に存在しているというのも明らかに

なっております。 

 札幌市では税額控除の問題は同じようにそのま

まですけれども、来年度からみなし適用を保育料

の負担軽減と市営住宅の負担軽減という形で実施

をする、寡婦控除のみなし適用を実施するという

ことで、実質不利益状態を改めるということが決

まっております。 

 また、同じような対応をすることが決まった議

会は釧路市議会及び苫小牧市議会でございまし

て、今定例会中の提案で寡婦控除のみなし適用を

保育料に対して行い、保育料の負担軽減を婚姻歴

のあるひとり親世帯と同じように婚姻歴のないひ

とり親世帯にも実施するということでありまし

た。 

 以前も触れさせていただきましたが、沖縄県で

はほぼ全県でこのような適用が広がっております

し、市町村が独自にかえられるところはあるのだ

ということが裏づけられているというふうに思い

ます。 

 市町村が独自に条例や規制を改正することで国

の法の不備を補い、実際に市民の方々が受けてい

る不利益を和らげる、一部解消するということが

できるわけですから、私はこの点は積極的に行政

が行うべき、検討すべきだと思うのですが、いか

がでしょうか。 

○脇本美三税務課長 ただいまの御質問に御答弁

申し上げます。 

 まず、税制以外の政策の部分で地方公共団体が

何らかの対応ができるのではないかという御指摘

だというふうに思いますが、まず一つにはその政

策実現のために必要な財源をどうするのかという

問題が一つあろうかと思います。 

 ただ、こういった政策に関しましては、それぞ

れ道内、あるいは全国の市長会による主幹者会議

等でさまざま情報交換もしていきたいというふう

に思いますし、情報収集もしてまいりたいと思い

ますので、そこはそういう御理解でお願いをした

いというふうに思っております。 

 また、このような課題につきましては税制と社

会保障や福祉など、税制と関連する施策について

は、国において制度間の調整が図られ、税制改正

の論議などを通じて解決されるべき課題でもある

というふうに認識しております。 

○平賀貴幸副委員長 基本的なことは私も理解は

できるつもりでありますけれども、実際に生活を

し、不利益を受けているのは網走市民の方であり

ます。 

 ですから、そこは網走市の行政の責任において

対応できる点については対応していくというの

が、私は行政の執行の基本にあるべきことはない

かというふうに考えて質問させていただいており

ますが、その点から見るとどのような見解になる

のでしょうか。見解を伺いたいと思います。 

○脇本美三税務課長 まさに、おっしゃるとおり

そういった不利益ですとか、そういった不公平感

を感じているのは網走市民の方であるということ

については理解をいたしますが、しかし一方でそ

のことにどう対応していくかという議論というの

は十分なされなければならないというふうに思っ

ております。 

 そういう意味では、国における税制改正の問題

もそうですが、そういった私どもの道内のネット

ワークといいますか、そういった主幹者会議的な

ところでの情報収集や意見交換ということも参考

にしながら、今後の研究課題というふうにさせて

いただきたいと思います。 

○平賀貴幸副委員長 それぞれの所管の場所で議

論をしてもいいのですけれども、個別に２カ所や

３カ所で同じことをするよりは、ここでさせてい

ただこうということでさせていただきました。 

 恐らくこの取り組みは、全道的に広がりを見せ

るだろうということは容易に予想される問題であ

ります。 

 なぜなら、予算的にそれほど多くなく解決でき

るものであるのに、実際に困っている方の救済が

できるという部分の効果は大変、高いからであり

ます。 

 ぜひ、このことは前向きに検討していただい

て、年度途中での変更も含めて、ぜひ積極的に検

討を求めていきたいと思います。状況を見させて

いただきます。 

 次の質問に移ります。次は、市民活動の充実に
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ついて伺います。 

 網走市内には、市民活動センターがあり、積極

的な事業を行っていただいております。来年度に

ついても、大いに事業展開については期待をする

ところであります。 

 しかし、一方で年数も大分たっておりますか

ら、状況もある程度見えるようになってきている

だろうというふうに思います。 

 とりわけＮＰＯ促進法ができて10年を過ぎてお

ります。協働のルールを整えていくことやさまざ

まな状況を見ながら、網走市内の市民活動団体、

どこが強くてどこが弱いのか、もしくは先ほどの

人口構造の変化も含めてどういった部分がこれか

ら必要で現状では足りていないのか、あるいは足

りているのか、そういったところも状況としては

見ていく必要があると思いますが、原課ではどの

ように検討されているでしょうか。 

○影近伸也市民課長 市民活動センターにおける

現状といいますか、市民活動団体の現状という御

質問でございますが、現在、市民活動団体の押さ

えでございますけれども、市のホームページにも

搭載しております市民活動団体一覧表で見ます

と、集計の方法が団体におきまして取り組める活

動状況全て網羅しているということでございます

ので、実際の傾向とは相違する点もあるかとは思

いますが、単純に数値であらわしますと観光とか

スポーツ部分の市民活動団体が比較的少ないかな

というふうに考えております。 

 また、ボランティアセンターにおける25年度の

関係ボランティアの登録数は全体で51団体ござい

まして、人数としましては延べで1,147人となっ

ておりますが、その活動区分を見ますと、主なも

のとしましては地域高齢者支援が18団体、地域支

援まちづくり関係が７団体となっております。 

 この一番多い活動区分につきましては、地域高

齢者支援というふうになっておりまして、率とし

ては全体の35％を占めているところでございま

す。 

 後段のそれに対する対応というところでござい

ますが、やはり市民活動センターがこうした弱い

とか、強いとかという判断のもとに市民活動団体

を育成するというか、そういうことよりは、あく

までも市民の自発的な意志で活動を行っていくこ

とが大切でありまして、市民活動センターの事業

はあくまでもこうした市民活動団体の活動を支援

する立場であると認識をしているところでござい

ます。 

○平賀貴幸副委員長 現状の認識を理解させてい

ただきました。 

 ぜひ、その認識を一歩進めていただきたいとい

うことで質問をさせていただきます。 

 今、傾向としていろいろ出てきましたが、その

中に私はなかったものもあるだろうと思っており

ます。 

 先ほどの人口構造の変化の点、それからきょう

は触れませんけれども、介護保険の目指す方向

性、あるいは医療の改革の方向性、それらを見て

いたときに地域で在宅で高齢者の方々をどう支え

ていくかということは、大きな大きなポイントと

して浮き彫りになってまいります。そしてまた、

支え手が少なくなる、そういった状況を考えたと

きに、現在は確かにたくさん高齢者の方々を支え

る団体あるのだけれども、将来的にどうかと見る

と日常生活を支えるという点では十分とは言えな

いというところが明らかになると思います。 

 また、観光に関する市民活動が少ないという点

もありましたし、私は環境保全や環境教育に関す

る市民活動も、必ずしもまだまだ多いわけではな

いのだというふうに印象としては持っているとこ

ろであります。 

 今の御答弁ですと、自発的な活動をということ

でありましたが、それはまさしくそのとおりでい

いのですけれども、ただし市民活動センターで

持っている機能には啓蒙活動というものもあるは

ずであります。講演会を企画して、そういった足

りない分野の市民活動の芽吹きを促していくです

とか、そういったところのきっかけをこの網走に

ももっと強化していくと。そういったことは事業

として私は現在でもやるべきものに含まれている

のではないかと思いますが、要はそこに対する意

識を強く持つか持たないかという問題だと思うの

ですけれども、その辺についてはいかがお考えで

しょうか。 

○影近伸也市民課長 先ほども申しましたとお

り、市民活動センターの事業は、あくまでも自立

自発的に活動したいという団体を支えていく事業

が第一義的ではないかというふうには考えており

ますが、例えば分野にこだわらず、ボランティア

活動などを行いたいというような相談があったと

きに、支援を受けたいと考える今、おっしゃられ
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たような団体のニーズがあるとしたら、そうした

情報提供をその場で行っていくことも必要かなと

いうふうには考えているところでございます。 

○平賀貴幸副委員長 個々のボランティアの方々

が団体へと発展する可能性はないわけではありま

せんから、そういった対応ももちろんですけれど

も、市として意図を持ってこういった方向性の市

民活動団体を強化していこうという考え方も私は

持つ必要があると思っておりまして、そのために

今現在持っている機能を活用するということもあ

るのではないかというふうにも提言させていただ

いたつもりなのですが、いかがでしょうか。 

○影近伸也市民課長 例えば協働を進める上で、

委員おっしゃったように市民の方と市が相互理解

を進めながらいろいろな事業区分に向けて協議を

進めていくということが必要な部分ではあるとい

うふうには、その点では考え方は同様でございま

すが、繰り返しになった申しわけありませんが、

市民活動センターの事業として、そこを誘導する

ような形で団体を促進していくというのはちょっ

と違うのかなというふうには考えております。 

 ただ、そうした中で行政として不足する部分が

あるとか、そういうようなことであれば、そう

いった団体の中に取り組むということではなく

て、行政の中で何が足りないのかという課題を見

つけながら検討していくということが必要なのか

なというふうに考えているところです。 

○平賀貴幸副委員長 まさに私もそのとおりだと

思っておりまして、市民活動センターがそこは無

理があったり、できないのであれば行政が直接や

るべきものだということをぜひ認識していただき

たいというふうに思うこともありまして質問させ

ていただきました。 

 行政として、そこは必要な部分については市民

活動団体の育成、あるいは発掘、そういった意味

でぜひ実施に向けて検討していただきたいと思い

ます。 

 一方で、そういった事業を進めていくためにも

協働の指針というものをしっかりつくっていくこ

とが私は大事だと思っています。各地で協働の指

針ができているということは、これまでも質問の

中で述べさせていただいているところであります

し、協働のルールがないと起こるトラブルという

ものもあります。具体的なことは申し上げられま

せんが、今回の市民健康プールをつくっていく過

程の中で、さまざま起こった出来事も協働のルー

ルがもう少ししっかりしていれば、もっとスムー

ズに事が運んだはずなのに、それがなかったがゆ

えにいろいろと時間がかかる部分もあったという

ものだというふうに認識をしております。これに

ついては細かく言うつもりはございませんが、あ

ればもっと違った展開があっただろうと思いま

す。 

 そういった意味で協働のルールを行政がつくっ

ていくという意志、私はお持ちなのだろうと思い

ますけれども、改めてどういう検討状況なのか見

解を伺いたいと思います。 

○影近伸也市民課長 協働の指針の作成という御

質問でございますが、先ほど委員からのお話にも

ありましたとおり、ＮＰＯ法も平成10年に施行さ

れてから本年で15年目を迎えることになり、協働

に対する職員、市民の認識や理解も相当進んでい

るのではないかというふうに考えております。 

 さらに本年２月に北見市において北海道開発局

主催で開催されました、多様な主体による地域づ

くりセミナーに市民課の職員も参加したところで

ございますが、この講師のお話の中で行政機関、

行政職員に対して市民団体の活動はそれぞれ勝手

な気持ちでやっており、それこそが原動力であ

る。したがって、束ねることは逆効果である、自

主性、自律性を生かすような寄り添いをしてもら

いたいとの話があったというふうに聞いておりま

す。 

 こうした中、いろいろな考えがある中で指針を

作成するとしましても、画一的なものではなく、

網走市の地域市政や特色も考慮する中で、市民の

目線に立った指針としていく必要があるというふ

うに考えておりますので、行政以外の市民団体か

らの意見もお伺いしながら、その必要性も含め協

議を進めてまいりたいと考えているところでござ

います。 

○平賀貴幸副委員長 行政がどう対応するか、行

政側の基本的には指針ですので、ぜひ積極的に検

討して進めていただきたいというふうに思いま

す。 

 次の質問に移ります。 

 網走市内の交通安全上、危険箇所の点検、ある

いは標識の設置等についてでありますけれども、

市内にはさまざまな危険箇所があり、それぞれの

地域からの要望含めて、さまざまな指摘があると
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思います。 

 定期的に点検や調査など実施しながら危険箇所

についての対応を進められていると思うのですけ

れども、実際のところどのような点検状況で流れ

ていくものなのでしょうか。 

○影近伸也市民課長 市内の交通安全にかかる危

険箇所の点検という御質問でございますが、現状

では当課としまして、市民課としましては定期的

に危険箇所の点検をしていないという現状でござ

いますが、平成23年７月に各小学校から通学路の

合同点検の要望がありまして、市教育委員会、都

市開発課、市民課、ＰＴＡ、警察署で点検をした

経過がございます。 

 そのほかにつきましては、市長の手紙や町内会

等の地域要望があった場合につきまして、警察と

の連携をしながら要望箇所の現地調査を行い、で

きる限り要望に添うように取り組んでいるところ

でございます。 

○平賀貴幸副委員長 そういった取り組みが行わ

れているにもかかわらず、なお何年たっても対応

されない場所というのも実際に存在するわけであ

ります。 

 例えば、信号機などは北海道のルールも含めて

なかなか難しいことは理解できますけれども、標

識などはできないことはないはずなのに、なぜか

されていないものもあると思います。 

 もちろん、公安委員会の設置許可がきちんと裏

に書いてあるような標識はそのとおりなのですけ

れども、標識の中には市町村でも設置ができる標

識が実際に存在します。一時停止の正式な表示が

つけれなくても、そこに危険があるのだというこ

とを警告する警告標識などは設置が可能だという

認識を持っておりますけれども、そういったとこ

ろでの対応を進めていく考え方はないでしょう

か。 

○影近伸也市民課長 ただいまの道路標識の件で

ございますが、網走警察署等に確認をしましたと

ころ、道路交通法における、これが原則でござい

ますが、道路交通法における道路規制標識につき

ましては公安委員会が認可したものに限るとされ

ておりまして、道路管理者が設置できる標識は危

険物、搭載車両通行どめ、最大幅制限、重量制

限、高さ制限、自動車専用道の五つの標識となっ

ているというふうに聞いているところでございま

す。 

 ただし、私有地等区画が明確に分かれていると

ころに個人的に標識等をつけることについてまで

の規制はないというところでございまして、現状

の中において公安の標識に似たような形で標識を

立てているものがあるというふうには聞いており

ますが、それにつきましては道路交通法による規

制対象にはならないということでございます。 

 ただし、今、委員から御指摘がありましたよう

に、危険箇所をそのまま放置するということでは

なく、地域の実情にあわせながら市の関係部署と

も協議を行い、交通安全旗の設置や注意喚起につ

ながるような看板の設置などで対応することも検

討していきたいというふうに考えているところで

ございます。 

○平賀貴幸副委員長 頻繁に道路のラインを控え

たり、そういう形で危険を感知する箇所も網走市

にはあるのですけれども、今までその看板の設置

を公安委員会によらないものとするのは、ほとん

どなかったのかなと思います。 

 実際、探していくと裏に公安委員会でないそっ

くりな標識というのは網走市内にもあるのですけ

れども、それをしていると言っているのではなく

て、今、答弁にあったとおり市有地などを活用し

て、ここは危ないのだということを何らかの形で

標識という形で表示したほうが。消えてしまうの

ですね、どうしてもそういうところのラインは。

消えてしまうものよりも長い目で見るとコストも

安いですし、効果も高いと思いますので、ぜひ担

当の土木課のほうになると思いますけれども、協

議をしながら適時そこは実施をしていっていただ

きたいと思います。 

 最後の質問ですが、網走では毎年、出初め式が

行われます。その出初め式の広報をもっとしては

という質問です。 

 友好都市の厚木市などに行くと、一つの大きな

お祭りとしてやられているということを消防団の

方々からも伺うところであります。 

 網走でもそれを楽しみに見にいらっしゃる方も

たくさんいらっしゃるのですけれども、でもやっ

ていることを全然知らないという方も実は少なか

らずいらっしゃいます。 

 ぜひ、これは総務だと思いますけれども、積極

的に広報を行い、一つのお祭りとして位置づけて

はと思いますが、いかがでしょうか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 毎年、年明けに行わ
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れている出初め式でございますけれども、式典の

内容につきましては消防や消防団の皆さんが協議

をしながら決定をされているというふうに思って

おります。 

 ＰＲの方法につきましては、先ほどからもお話

をしておりますが、緊急メール配信事業なども新

たに始めております。それらも利用しながら、消

防団の皆さんとも相談しながら、どのようなＰＲ

をすれば効果的なのかといったことについて相談

をし、検討していきたいというふうに考えていま

す。 

○七夕和繁委員長 ここで、暫時休憩をいたしま

す。 

午後１時53分休憩 

────────────────────────── 

午後２時04分再開 

○七夕和繁委員長 休憩前に引き続き、再開をい

たします。 

 質疑を続行いたします。 

○松浦敏司委員 他の委員とバッティングしたと

ころもありましたので、２項目について質問をい

たします。 

 まず最初に市税にかかわってでありますけれど

も、事前にいただいた資料を見てみますと、その

市税の中で固定資産税と都市計画税を見てみます

と、固定資産税では平成20年度の収入済額が19億

5,171万円、24年度では17億2,900万円となってお

りまして、マイナス２億2,200万円、都市計画税

では平成 20年度が２億 6,058万円、 24年は２億

3,880万円、マイナス2,171万1,000円、このよう

に減少しておりますが、この減少している要因に

ついて伺いたいと思います。 

○脇本美三税務課長 松浦委員の御質問にお答え

いたします。 

 固定資産税、都市計画税が年々、減少傾向にあ

るということで、この要因については何かという

御質問だというふうに思いますが、まず固定資産

税は市内に所在をする土地家屋及び事業用の償却

資産の評価額をもとに課税標準額を決定いたしま

して、それらをもとに計算をして課税がされる税

でございますし、都市計画税は用途地域に所在を

する土地と家屋の評価額をもとに課税標準額を定

めて課税される税でございまして、固定資産税と

都市計画税は合わせて納めていただくということ

になっているところでございます。 

 土地家屋の評価につきましては、３年に一度、

評価がえによって見直されることになっておりま

して、次回の評価がえは平成27年度、前回の評価

がえは平成24年度となっています。現在、平成27

年度の評価がえに向けて、その準備を進めている

ところでございます。 

 土地に関しましては、近年、地価の下落が続い

ておりまして、かつては土地の地価が上昇してい

るときには３年間据え置いて３年に一度価格を見

直すということをやっていましたが、近年、毎年

のように地価が下がっているものですから、この

３年に一度の評価がえを待たずして、地価の下落

に対応して評価額を時点修正をするということが

行われております。 

 したがいまして、地域によりましては差があり

ますが、全体として平成21年度の土地の課税標準

額を100といたしますと、平成26年度の見込みと

して固定資産税では92.8、都市計画税では89.6程

度になるのではないかというふうに見込んでいる

ところでございます。 

 まずこれを、土地の下落が固定資産税、都市計

画税の減少の要因の一つでございます。 

 一方、既存の家屋でございますが、評価がえの

年から３年間は価格が据え置かれますので、その

３年間の間については取り壊しですとか、そう

いった減少要因と新築、増築といった増加要因の

相殺によりましておおむね３年間は横ばい状態と

いうのが近年の例であります。評価がえの年には

資材の価格ですとか、そういったものを参考に国

が定めた評価基準で再計算をしますので、それは

時代によっては増加する年もありますが、近年は

横ばいか、やや減少傾向という状況が続いており

ます。 

 もう一つの償却資産でございますが、これは景

気の動向もあって、企業等の新たな設備投資がな

かなか進まないという状況の中で、既存の償却資

産につきましては定率法に基づいて減価償却して

いきますので、新たな設備投資がないという中で

評価額も減少しているという状況になってござい

ます。 

 このように土地の価格や償却資産の評価額の減

少、あるいは家屋の３年に一度の減少、あるいは

据え置き期間の３年は横ばいと、そういった要因

がございまして、全体として固定資産税、都市計

画税の調定額が減少しているというのが大きな要
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因だというふうに考えております。 

○松浦敏司委員 よくわかりました。 

 それで、新年度予算の予算資料を見ますと、こ

この中では前年の平成25年度より26年度の調定見

込み額というのが若干上がっているというふうに

なっております。 

 固定資産税でいえば平成 25年が 16億 5,300万

円、 26年度でいえば 16億 9,400万円、おおよそ

4,100万円ほど前年よりふえていると。 

 都市計画税については、 25年が２億 3,560万

円、26年が２億4,136万円と若干、576万円ほどふ

えております。駆け込みの影響もあるのかなとい

うふうに思いますけれども、この増加している要

因について伺います。 

○脇本美三税務課長 平成26年度の固定資産税、

都市計画税がわずかではありますが増加した見込

みとなっているということについてでございます

が、一つは今、御指摘があったとおり消費税増税

の駆け込みということなのですが、ただこれは本

年３月までですから、具体的に影響としてあらわ

れるのは来年度以降ということになろうかと思い

ます。 

 それと平成24年度あたりを契機に住宅の建築戸

数が大幅な増加ではありませんが、建築確認申請

の件数もやや10％程度ふえてきているという状況

もありまして、新築の住宅が若干、従来に比べる

とふえる傾向にあるのかなというのが一つと、そ

れと郊外地区に都市計画税の対象にならない地域

に民間の大きな非木造の施設が完成をしたりとい

うこともございまして、全体として固定資産税の

ほうがちょっと伸びているというのが要因でござ

います。 

○松浦敏司委員 そうですね、太陽光発電の関係

もできましたし、そういった関係かなというふう

にも思います。 

 それで、固定資産税がふえるのは大変、結構な

ことだというふうに思います。 

 一方で、一定の滞納額も抱えておりまして、こ

れについてどのような理由で滞納になっているの

か、また回収のほうはどのようになっているのか

伺いたいと思います。 

○脇本美三税務課長 固定資産税、都市計画税の

滞納でありますが、御存じのとおり市税の滞納

額、未納額の中で一番占める割合が大きいのが固

定資産税でございます。 

 その要因でございますが、決算委員会等でもお

話しした経過がございますけれども、大型のホテ

ルの経営不振でありますとか、そういったこと、

あるいは市内のホテル業ですとか、観光関連事

業、あるいは個人経営者、そういった事業の不振

といいますか、なかなか思うように事業が展開さ

れていない中で、なかなかやはり固定資産税を納

められないという状況が見受けられます。 

 そういったものにどう対応しているのだという

ことでございますが、一つには十分な資力があれ

ば、これは当然のことながら滞納処分ということ

になりますが、例えば法律に基づいて破産ですと

か、あるいは競売の対象になったりですとか、そ

ういったものについては裁判所にもお願いをしな

がら法に基づいて、いわば粛々と交付要求をした

り、あるいは破産手続きの開始と同時に破産管財

人に対して交付要求をしたりという法律的な手続

きが一つございます。 

 もう一つは、そういったことをしてもなお、い

わばオーバーローンといいますか、多額の負債が

あってなかなか滞納処分した場合にも債権者のほ

うに配当がわたってしまって、市税としては回収

できる見込みがないという判断ができる場合にお

きましては、地方税法に従いまして滞納処分の執

行停止を行いながら処分をしているところでござ

います。 

○松浦敏司委員 理解いたしました。 

 そこで、こういった長期滞納というのはなかな

か簡単には解決できないというのが今のお話でわ

かりましたけれども、今後の見通しとしては結

局、来月４月１日から消費税が上がると、こうい

う中でやはり中小業者、あるいは一般の市民も

今、春闘やっていますけれども、大企業を中心と

して久しぶりにベアが復活するというようなこと

で一定の労働者にとっては賃金が一定額上がると

いうことでありますけれども、どう考えてもこの

網走市の中において賃金が上がるというところは

早々ないと、ゼロとは言いませんが早々ないわけ

でありまして、そういう中でこういった市税に関

係する影響というのが多分、今後出てくるのでは

ないかと思います。 

 特に、これから消費税が上がる中で新たな新

築、あるいはリフォームと、こういった点ではな

かなか難しいのかなというふうに思うのですが、

その点での今後の見通しはどのようなふうに原課
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としては考えているのでしょうか。 

○脇本美三税務課長 今、委員からお話がありま

したとおり、４月から消費税が８％になるという

ことで、市税に限らずあらゆる保険料ですとか、

いろいろな社会的な負担感が強くなっていくのか

なというのは感覚的には理解しているところでご

ざいますが、それが具体的にどのように、例えば

市税の収納率や国民健康保険料の収納率、どう影

響するのかということをシミュレーションするの

は大変、難しいございまして、そこのところは日

常的な収納対策の中で見きわめながら今後の収納

確保に努めてまいりたいというふうに考えており

ます。 

○松浦敏司委員 そこで次の評価がえが平成27年

度というふうに伺いました。 

 今の状況でいいますと、ことしの消費税の問題

も含めてなかなか簡単に固定資産税が大きく伸び

るというような要素はないというふうに私は感じ

ております。 

 そういう意味では、どういった政策をとればこ

の新築、あるいはリフォームといった行動に移れ

るようなことができるかというふうなことも考え

なければならないとは思うのですが、そういった

新築、あるいはリフォームに向かう刺激する政策

というのも必要ではないかというふうに私は思う

のですが、そう簡単には見つからないとは思いま

すけれども、その辺で何かお考えがあれば伺いた

いと思います。 

○脇本美三税務課長 私がお答えしていいかどう

かということもあるのですが、網走市的にはリフ

ォームローンについては建築課で所管しておりま

す。そういったものをぜひ活用していただきたい

なということが一つございます。 

 それから、今後、固定資産税が増収に向かうた

めに何かできるのか、何をしたらいいのかという

ことなのですが、やはり今後、土地の下落の傾向

ですとか、先ほどお話をしました固定資産税の減

収の傾向というのは、恐らく今後も続くのではな

いかというふうに、ちょっと経験則ですけれども

感覚的にはそんな理解をしておりまして、これが

やはり経済活動が活発になって景気がよくなっ

て、市民、国民の皆さんがマイホームをどんどん

取得するというようなことになってくれば、これ

はおのずと増収に向かうというふうに思います

が、現状では今のような傾向というのが今後も続

くのではないかというふうに考えております。 

○松浦敏司委員 私も同感です。 

 やはり、そのためには何が必要かといいます

と、消費税を上げなければ一番いいのですけれど

も、この時点でそう簡単にはなくならないだろう

と思います。 

 そして、私どもも常々言っているのは、やはり

労働者の賃金を上げない限り、そういったお金を

使う行為というのはなかなか出てこない、そうい

う意味では市の職員もそうですけれども、この十

数年、賃金が下がりに下がり続けていると。一向

に上がる気配がないということでありますから、

ことし春闘の中で一定の大企業を中心として上

がっていますが、これが中小業者まで波及するに

は一定の時間がかからざるを得ないと思いますけ

れども、そういった労働者の賃金が安定的にな

る、雇用が安定すると、こういったことがやはり

新築、あるいはリフォームに手をつけていくと、

こういうことになるのだろうというふうに思いま

すので、国の政策もそうですが、市としての政策

も大いにこの辺での知恵を絞っていただきたいと

いうふうに要望したいと思います。 

 二つ目に交通安全推進事業について伺います。 

 ことしの事業の中で潮見８丁目のローソン潮見

店付近の交差点に新たに交通指導員を配置すると

いうふうになりました。これは、私は高く評価し

たいと思います。 

 私も12月議会でこの問題を取り上げましたけれ

ども、なかなか警察、公安委員会で信号機をつけ

るというふうにならないということでありました

ので、しかしあの交通量、そして子どもたちの通

学ということを考えたときに、やはりこういった

今回、交通指導員を置くという対策を講じたこと

は大変喜ばしいし、地域住民にとっても非常に安

心できることだろうというふうに思います。 

 そこで伺いますけれども、交通指導員というの

は今、何人いて、どのような形で活動しているの

か伺います。 

○影近伸也市民課長 交通指導員の数ということ

でございますが、今、網走市におけます交通安全

指導員、それから交通安全女性指導員、それから

これについては老人クラブに委嘱をしております

シルバー交通安全協力員という３形態がございま

して、交通安全指導員につきましては20名おられ

ます。 
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 それから、毎日、各小学校の児童の交通安全を

確保するために近くの信号機に立って交通指導を

行っている女性交通指導員につきましては２名、

そして今回、潮見ローソン前に交通安全指導をし

ていただこうと考えている指導員を含めてそこは

３名になろうというふうに考えております。 

○松浦敏司委員 確認しますが、女性交通指導員

が今まで２名だったのが３名にふやして、その方

がローソンのところに立つというふうに受けとめ

てよろしいでしょうか。 

○影近伸也市民課長 今、毎日、嘱託職員として

交通安全指導に当たっている職員につきましては

女性ということでございますが、今回、潮見ロー

ソン前にパート職員として採用する予定の方につ

いては女性、男性ということにどちらかに決めて

いるということではございませんので、男性にな

る可能性もございます。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 いずれにしてもそういった女性か男性かわかり

ませんけれども、交通指導員としてそこで安全が

保たれるように指導に当たるというふうに受けと

めました。 

 それで、これらの交通指導員の方の報酬は若干

あるのかと思うのですけれども、その辺はどのよ

うなふうになっているのでしょうか。 

○影近伸也市民課長 前段申し上げました交通安

全指導員の方につきましては、年額３万円という

形で委嘱をしまして、活動としましては市民の交

通安全を確保して交通道徳の高揚と交通安全の運

動の浸透を高めるということで、活動実態は年に

いろいろ活動していただいていますけれども、年

に30回程度、平均で活動しておられている実態が

ございます。その交通安全指導員につきましては

年額１人３万円という形になっております。 

 後段の今、嘱託職員として採用している女性交

通指導員につきましては、手当等も含めて約190

万円ぐらい、１人ですね、賃金を支給していると

ころでございます。 

 次に、新しく採用するパート職員としまして

は、これはあくまでもパートという採用になりま

すので、年額で通勤手当が出るというふうに考え

た場合につきましては、年額で約68万9,000円程

度という形になっております。 

○松浦敏司委員 はい、わかりました。 

 交通安全指導員という方、実は私もよくわから

ないのです。ただ、学校の近くに黄色い帽子と旗

とジャンパーを着ている人たちもいらっしゃる。

結構、高齢な方もいらっしゃる。それから、いわ

ゆる交通安全指導員と言われている方もいらっ

しゃる。それから交通安全協会の人たちもいらっ

しゃる。この辺が実は私自身もよく見分けがつか

ない、こういう状況でありまして、その辺がどう

いった分かれ方をしているのか、まず伺いたいと

思います。 

○影近伸也市民課長 その区分ということでござ

いますけれども、市では先ほどから何回も申し上

げておりますけれども、交通安全指導員、それか

ら毎日、交通指導に当たります女性交通安全指導

員、それと各老人クラブにシルバー交通安全協力

員として委嘱をしているシルバー協力員、そのほ

かとしましては網走地域交通活動推進協議会、そ

れから網走市交通安全協会の会員等が交通安全運

動を展開しているところでございます。 

 そうした方と市としましても連携をしながら街

頭啓発運動を展開しているというところでござい

ます。 

 ですから、指導員的な立場で街頭などにお立ち

になっている方はそういう方と、あとは地域でス

クールガードとして交通安全のボランティア活動

をされている方もいるというふうに聞いていると

ころでございます。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 多分、私たちの地域の中で学校の近くで手押し

信号の近くにいらっしゃるのは多分、このスクー

ルガードと言われる人たちなのかなというふうに

思います。 

 それで、当然、仕事の時間帯の関係からいって

も現役の労働者がそういった活動はできないと思

いますから、一定の年齢以上の方たちがこういっ

た中で活動しているのだろうと思います。 

 ただ、女性交通指導員とかというのは若い人も

いるとは思うのですが、例えば交通指導員につい

て後継者というのはきちんと育っているのか、そ

の辺、伺いたいと思います。 

○影近伸也市民課長 市で委嘱をしている交通安

全指導員ということでお答えをしますけれども、

これら交通安全指導員につきましては事務取扱要

領が定められておりまして、おおむね75歳未満の

方にお願いするということになっています。 

 このため、75歳になった方につきましては、そ
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の年度末で退任になりまして、退任された方の所

属から後任を推薦をしてもらって決定をしていく

という流れでございます。 

 今回も実は４名の方が退任されることになって

おりますが、それぞれ前段で推薦をいただいてい

る団体の方から推薦をいただいて、また委嘱を進

めるということとしております。 

 そういった点から、現状では当面、後継者につ

いては確保されているのかなというふうに考えて

いるところです。 

○松浦敏司委員 それは安心いたしました。 

 交通に当たっては、私たち自身もいつ加害者に

なるか、あるいは被害者になるかわかりません。

いずれにしてもこういった交通安全指導員、ある

いは女性指導員、さらには交通安全協会、さらに

はスクールガードといった人たちの非常に熱心な

活動というのは大事な活動だというふうに思いま

す。 

 そういう意味では、こういった人たちがしっか

りと報われるような形になってほしいというふう

にも思います。 

 いずれにしても事故が起きないよう、そしてこ

ういった関係者の皆さんに対しては私自身も非常

に団体や個人の皆さん方に敬意を表したいという

ふうに思います。そのことを述べて質問を終わり

ます。 

○七夕和繁委員長 次、近藤委員。 

○近藤憲治委員 大枠につきましては代表質問で

伺わせていただいておりますので、個別の細かい

部分を２点ほど伺いたいと思います。 

 まず、１点目に平成26年度の新規事業でありま

す網走ＰＲ戦略構築事業についてでございます。 

 これは、これまでも質問が幾つか重複して出て

いましたので、内容については了解をいたしまし

た。これまで観光であったりとか、商工であった

りとか、水産であったりとか、観光素材、食材、

それから企業誘致、さまざまな情報を一度集約し

て、強み、弱みを洗い出して、そして戦略的に外

に打ち出していこうという大枠を組み立てていこ

うということをこれでされるのかなというのは、

この前のやりとりを伺いましてよくわかりました

た。 

 そのときに、ちょっと１点、心にとめておいて

いただきたというか、忘れないでおいていただき

たいということがあって申し述べるのですけれど

も、網走のＰＲをしようというのは、これは非常

に重要なことであります。今は自治体間の生き残

り競争になっていますので、そういった意味では

地域の知名度でありますとか、ブランド力という

のがその先の大きな分かれ道になってくるわけで

すので、そこをしっかりとやっていこうという部

分については大いに賛成をするところであるので

すけれども、実は網走をＰＲしようといったとき

に、網走はもうかなり、既に知られているのだと

いう前提なのですね。実は網走にいる側からする

と潜在意識の中にあるのでないのかなと思うわけ

であります。 

 それはどういうことかというと、実は網走はか

つては網走番外地という映画で一世を風靡し、そ

してその後は知床ブームがあり、流氷観光があっ

て、日本中の人々にそれなりに名前を知ってもら

えているのではないのかという前提が網走のＰＲ

というときに必ずあるのですけれども、実はなか

なかそうではない世代が既に他地域に出てきてい

るということをまず心にとめておいていただきた

いと思います。 

 具体的な例を挙げますと私は大阪のある会社と

お話をする際に若いスタッフと話していて名刺を

差し出すときに、これは何という町ですかと「も

うそう」と読むのですかというようなことを聞か

れたケースがあります。網走という地名が読めな

い世代なのです。網走番外地という映画にも親し

みもなく、そして結果的には地名、土地の認知す

らもしていない層が既に他地域で出てきていると

いうことを問題意識としてとめた上で、ＰＲ戦略

を構築していただきたというふうに思うのですけ

れども、そのあたりはいかがでしょうか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 網走のＰＲのそもそ

ものところですけれども、先ほどから何人かの委

員の御質問にお答えをしてまいりましたが、どう

もゼロから全てを始めるような印象を持たれるよ

うな答弁になっていたというような反省が実はあ

ります。 

 改めてお答えしたいと思いますけれども、これ

までに、先ほどから申し上げているとおり、さま

ざまな部局でマーケティングといいますか、市内

外の各層から市民も含めてさまざまな意見を伺

い、アンケート調査などもしながら、いわゆる戦

略構築の前提となる当市のイメージですとか、地

域の資源など、市内外に発信できる強み、魅力や
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可能性、そして弱み、克服をすべき問題点や課題

などについて、ある程度、把握をしているという

ことで考えております。 

 そうした中で、これから行おうとしているこの

事業ですけれども、網走の強みと思われる災害へ

の強さですとか、恵まれた気象条件、豊かな自

然、あるいは海山の食材、さまざまな海、山、

川、湖などで行われるさまざまな体験活動のメ

ニュー、そして文化施設、スポーツ施設の充実、

さらには都市基盤や医療体制の充実などをある程

度、強みとして考えながら、観光客を誘致するに

はどのような素材を提供するのか、企業誘致を進

めるためにはどの強みをアピールしていけばいい

のかといったような整理をしていきたいというの

が今回の事業でございます。 

 自治体の広報戦略としまして情報発信について

は、市民に対しても信頼関係の醸成や地域のアイ

デンティティーの確立なども役割となっています

が、本事業につきましては対外的に交流人口の拡

大や地域産業、経済の発展を促すために取り組ん

でいくことを一義的な目的としております。 

 そうした目的を達成するために、網走との積極

的なかかわりを持とうとする、網走のことを知ら

ない方も含めたアプローチをして網走ファンをふ

やしていきたいというふうに考えています。 

○近藤憲治委員 それで、先ほど来のやりとりで

出てきているのは、その上でＰＲをしていく、素

材を最終的につくるのだというお話なのですけれ

ども、先ほどＤＶＤのようなものでというお話

だったのですけれども、そこでも一つ考えていた

だきたいのが、今も既に網走をＰＲする映像素材

が、これは多分観光部のマターで持っているのだ

と思うのですけれども、存在しています。 

 実は、このＤＶＤの映像というのはごらんに

なったことのある方もいらっしゃるかと思うので

すけれども、非常につくられてから時間がたって

いるのかもしれないのですがレトロな状態になっ

ていると。ほかの町に持っていって見せると、

ちょっとこの内容、大丈夫かなと思わざるを得な

いところもあったりとかして、そういった点でや

はり一度つくると段々その情報は古くなっていっ

てしまうという状況がどの情報にしてもあるので

すけれども、そういった意味で素材をつくられる

のであれば、古くならないように情報的に更新で

きるような仕掛けというのをあらかじめ組み込ん

でつくっておいていただきたいのですが、いかが

でしょうか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 今、近藤委員から御

指摘の点についても、内部で協議をしたときには

議論のあった部分でございます。 

 どのようなＰＲ素材をつくるかといった点につ

いてですが、特に制作費の高い、安いについては

使用する写真素材、動画素材の著作権の扱いによ

るところが非常に大きいというふうにお聞きをし

ています。 

 例えば、札幌市が作成したコンベンション用の

プレゼンテーション素材については200万円をか

けております。一方で、女満別空港のＰＲ用の電

子素材、ＤＶＤですが、これは10万円でできてい

ると、かなりの格差がありますが、これが著作権

の扱いの違いということのようでございます。 

 当市で考えている素材につきましてはＤＶＤを

活用したものを想定しておりまして、イメージと

してはパワーポイントのスライドショー、基本的

には静止画像を中心にしながら、必要に応じて動

画を挿入していくというような形で、予算の範囲

内で、どのぐらいのターゲットに向けた素材がで

きるのかといったことについても構築会議の中で

議論を進めていきたいというふうに考えていま

す。 

○近藤憲治委員 今、パワーポイントで素材をつ

くるというお話だったのですけれども、パワーポ

イントであればスライドの部分を差しかえるな

り、つけ加えるなりして情報の更新を容易にでき

るからという発想でそうしたということですね、

わかりました。 

 それでは次に移りたいと思います。次は、日本

体育大学特別支援学校高等部の誘致実現に関係し

てであります。 

 ２月末に学校法人の松浪理事長が網走に来られ

まして市民向けの説明会がございました。その説

明会の席上で松浪理事長のお話を伺ったわけなの

ですけれども、非常に網走に強い思い入れを抱い

て進出をしてきていただけるのだなというのを改

めて思った次第であります。 

 この誘致の経過から、市長も積極的に働きか

け、そしてまた松浪理事長の障がい者スポーツを

もっと振興したいのだという熱い思いが合致をし

て、誘致実現に至ったというストーリーもよく理

解できたわけでありますけれども、お話を伺って
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いて非常にまちの側での受け入れ体制を本当に

しっかりやらなければいけないなというふうな思

いを新たにしたところであります。 

 松浪理事長は御挨拶の中で絶対に失敗は許され

ないのだと、ちょっと進出して、だめだったらま

た帰っていくというようなやり方をしてはいけな

いのだと、やるからには世界に進出できるような

人材を育てるのだと、そして日本中から、世界中

から視察に来るような先進的な学校にしていくの

だというようなお話をされております。 

 やはり、地域としてもその思いにしっかりと応

えられるような準備を今のうちから既にされてい

るというふうにも思いますけれども、改めてその

辺りの思い、そして状況をお伺いしたいと思いま

す。 

○鈴木聡特別支援学校準備室参事 日体大特別支

援学校の開設、開校準備についてお答えいたしま

す。 

 先日の26日、学校法人日本体育大学の松浪理事

長を初め、日体大関係者が来網し説明会を開催い

たしました。 

 その説明会の開催の際に松浪理事長は、障がい

者のためのスポーツ振興について強く語られ、ま

たスポーツ教育を通じて生徒に自信を持たせ、障

がいを持つ生徒が社会自立できる人間の育成を目

指したいということで、社会貢献の一環として特

別支援学校を設立したいという説明がございまし

た。 

 また、地域密着型の学校を目指し、地元とのか

かわりを持って学校準備と学校の運営を進めたい

ということも申しておりました。 

 網走市としましては、特別支援学校の設立を契

機として広報あばしりを活用するなど、障がい者

や障がい者スポーツについての市民への理解と協

力を得て、障がい者を含めたスポーツ振興に取り

組む環境づくりを進めていく必要があるというふ

うに考えております。 

○近藤憲治委員 今、御答弁いただいたように障

がい者スポーツの振興を中心に、将来のまちづく

りにも大きくかかわってくるというのは、代表質

問での市長の答弁も伺いながら思ったところであ

ります。 

 障がいスポーツから始まって、来るべき高齢化

社会に向けてのまちづくりの基盤を担えるという

発想をお持ちになるということでもよくわかりま

した。 

 そういう点では、本当に地域を挙げて、そして

議会もしっかりと協力体制をしきながら、日本体

育大学特別支援学校高等部の開始に向けた取り組

みを進めていかなければならないというふうに思

いを新たにしたということを申し述べまして、質

問を終わりたいと思います。 

○七夕和繁委員長 次、飯田委員。 

○飯田敏勝委員 それでは、２点ほど伺います。 

 １点目は防災計画の中の自主防災組織につい

て。 

 初めに、市長の健康なまちという観点から、災

害に強いまちづくりを推進するということで、代

表質問で伺いました。 

 そのような中で、地域防災の柱の一つである地

域防災組織の取り組みと進捗状況を聞きました。

町内会単位での組織率は全体で212ある町内会の

中で52.8％、低い低地地区では41.7％、高地、い

わゆる高台地区では66％、平均すると52％という

ことなのです。 

 網走の地形からいくと、低地地区では４割にと

どまっているということなのですけれども、津波

が仮に発生しますと、被害が気になる地区の組織

率、いわゆる低地地区の組織率が低いということ

で、そういうことを考えていきたいなと思うので

す。 

 もちろん、防災機関、仮に市役所なり、消防な

り、警察なり、自衛隊なりもさまざまな防災機関

が発信したり､周知したり、避難の応急対策が万

全に機能していれば自主防災組織がない地区で

も、応急対策も私はスムーズにいくと思います。 

 ただ、阪神淡路大震災での自主防災組織の相互

扶助の力が十分に発揮されたので、その教訓から

自主防災組織が今日、注目されまして、今に至っ

ていると思います。 

 昨年、防災訓練を市が行いました。私も参加し

ましたけれども、これがオホーツク海がマグニ

チュード7.5の地震の発生を受けての津波災害、

いわゆる海岸地区、低地地区の住民が高台地区へ

避難し、高台が迎え入れる訓練、その他の訓練も

行いました。 

 まず、その訓練の反省と評価、課題等を端的に

お示しください。 

○大島昌之総務課長 昨年10月に実施をいたしま

した市主催の網走市防災訓練についてでございま
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すが、昨年10月20日に実施をいたしましたその訓

練では、網走消防署南出張所を会場としまして、

国や道、消防、自衛隊などの関係機関との連絡対

応訓練を実施し、その後に潮見小学校に会場を移

しまして市民参加による避難訓練、避難所開設、

受け入れ訓練等を行ったところでございます。 

 この訓練では、委員おっしゃるとおりマグニ

チュード7.5の地震を想定し、地震発生に伴い津

波警報が発表になったということを想定といたし

まして、津波浸水予想地域から高台への避難訓練

のほか、学校と地域住民が連携した避難所開設と

避難所の受け入れ訓練を、これは初めて実施をい

たしました。 

 その他、新たなメニューを導入した訓練となっ

たところでございます。 

 訓練の実施に当たりましては、大変、多くの市

民の皆様に御参加、御協力をいただきましてさま

ざまな体験を通して防災意識を高めていただけた

ものと考えてはおりますが、一方では南出張所で

実施した関係機関訓練から潮見小学校で実施した

市民参加訓練へのつながり、会場の距離もござい

ますが、そのつながりが明確でなかった点、また

参加していただいた方に防災に関する啓発を図る

ために行いました防災講演や防災グッズ展示など

のイベントと避難訓練を同じ会場で実施したこと

から、訓練としての位置づけが弱くなったのでは

ないかなど、今後の訓練のあり方に参加した皆様

から御意見をいただいたところであります。 

 今後につきましては、これらの意見を参考とさ

せていただきまして訓練を計画し、実施していき

たいというふうに考えております。 

○飯田敏勝委員 そういうような評価と課題が出

たということなのですけれども、そのときの低地

地区の避難住民の居住地区に自主防災組織があっ

たのでしょうか。 

○大島昌之総務課長 訓練実施に当たりまして高

台へ避難していただく参加者の方を市のほうから

要請をいたしました。 

 この要請をしたのが北地区の町内会でございま

すが、北地区、海沿いの町内会、五つの単位町内

会に参加をいただきました。このうち、自主防災

組織があるのが二つの町内会でございます。 

 また、北地区の町内会とあわせて鉄南地区の町

内会にも御参加をいただきましたが、鉄南地区で

は八つの単位町内会に御参加をいただき、全ての

町内会に自主防災組織がございます。 

○飯田敏勝委員 実際、津波が発生したというこ

とであれば、一番早く津波が到達する地域が今、

御答弁にあった５単位町内会のうちに２町内会し

かないと、自主防災が。鉄南もその範疇には入る

のですけれども、８のうち８があると。 

 やはり、この海岸のほかに私は川縁もありま

す。そういうことからいうと、自主防災組織のあ

る町内会をポイントにまず訓練するべきでないか

と思いますけれども、それはどうかということ

と、11月３日に町内会連合会の要請で海岸地区の

町内会が向陽ヶ丘の中央小学校に避難する訓練を

行ったということがあります。 

 それらのことも含めて見解を伺いたいと思いま

す。 

○大島昌之総務課長 自主防災組織のある町内会

をポイントに訓練をすべきではないかというお話

でございます。 

 昨年10月に実施いたしました防災訓練につきま

しては市が主催ということで、おおむね四、五年

に１回ぐらい開催すると、実施するということで

考えている訓練でございます。 

 それ以外に網走市地域福祉会議、これは市のほ

か、社会福祉協議会、町内会連合会、老人クラブ

連合会等関係団体で構成している会議でございま

すが、その事業ということで地域防災訓練、これ

は11月に北地区連合町内会で実施した訓練でござ

いますが、地域防災訓練などの実施も行っている

ところでございます。 

 地域防災組織のございます町内会の訓練につき

ましては、役割等を確認するなど、その組織の現

状にあわせて実施していくなど、有益な訓練にな

るものと考えております。 

 また、一方で自主防災組織のない町内会などで

も、これまで連合町内会というような形でやって

いた中で地域訓練を実施しておりますので、地域

防災訓練の実施を契機に自主防災組織設立の必要

性、気運も地域で高まることもありますので、地

域福祉会議の中でもそのように取り組んでいくよ

うな話し合いがなされているところでございま

す。 

 また、11月３日に行いました地域防災訓練でご

ざいますが、この訓練につきましては先ほども申

し上げましたように網走市地域福祉会議の事業と

して実施をしているものでございます。 
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 この訓練実施に当たりましては、町内会連合会

に訓練を実施していただける町内会を選定してい

ただきまして、その後、町内会がどういう訓練を

必要とするかという話を詰めていきまして実施を

しております。 

 11月３日の訓練では、参加が約100名というこ

とで、消防署、消防団に御参加をいただいて訓練

を実施したところでございます。 

 訓練の内容につきましては、海岸町地区から、

北地区から高台への避難訓練、あと災害情報収集

伝達訓練、消防の御協力によりまして救急救護訓

練等を行ったところでございます。 

○飯田敏勝委員 実際、自主防災組織ができまし

て、かなりの数ができているのですけれども、そ

れでもまだまだ低地地区では41％ということなの

です。 

 実際、できていても何をやったらいいかという

のが多分そうはやっていないと思うのです。 

 実は私は、低地地区の町内会に入っています

し、高台地区の町内会にも入っています。そうな

りますと、市の地域防災計画の中に12章で自主防

災組織の育成に関する計画の中で、要するに自主

防災組織の活動ということで、３ページのいわゆ

る業務分担だとか、平時の活動だとか、災害発生

時の活動ということをやっているのです。 

 実際、訓練になりますと、これらのことをやっ

ていてもなかなか大変だというので、それである

ならば未組織の単位町内会というのはもっと大変

だと思います。 

 そういうことを考えるなら、今後、自主防災組

織の中での防災計画に基づいての訓練、自主防災

活動の書かれているものを実際、組織がどういう

形でやっているのか、未組織をどうやって組織し

ていくのかということを、恐らく何年スパンとい

うことではなしに、かなりな短いスパンで考えて

いると思うのですけれども、その辺も含めての今

後の展望をお示しください。 

○大島昌之総務課長 自主防災組織の育成につき

ましては、委員のおっしゃるとおり地域防災計画

の中で育成するということで定めております。 

 地域の防災の柱の一つとなり得るこの地域自主

防災組織でございますが、自主防災組織の組織化

に当たりましては、市と社会福祉協議会、また町

内会連合会と連携しながら進めておりますので、

その中で今後さらに組織化が図られるような形で

検討してまいりたいというふうに考えておりま

す。 

○飯田敏勝委員 実際、低地の町内会に入って

も、高台の町内会にいても、実際は町内会そのも

のは、こういうような自主防災の組織図ができ

て、担当がこう決まったというだけしか、現在の

ところ伝わってこないのが現状なのです。 

 それであるならば、私は積極的に訓練を積み重

ねていく方針とともに、実際、町内会がどういう

形で自主防災組織のこの中身を業務分担をやって

いくのかということを私はやっていくべきだし、

まだ未組織の低地区の組織化を高台より早めて私

はやっていくべきだと思います。 

 その辺も含めて次に移りたいと思います。 

○七夕和繁委員長 飯田委員の質疑の途中ではあ

りますが、ここで暫時休憩といたします。 

午後３時00分休憩 

────────────────────────── 

午後３時10分再開 

○平賀貴幸副委員長 委員長を交代します。 

 休憩前に引き続き、質疑を再開いたします。 

 飯田委員の質疑を続行いたします。 

○飯田敏勝委員 それでは、代表質問でも聞きま

した防災計画の中での自主防災組織の中の単位町

内会のほかに、事業所への取り組みということで

す。 

 答弁では、現時点では把握していなく、今後、

状況把握と組織の設置、体制の整備強化について

周知を図りたいとありました。いつごろまでめど

にしているのでしょうか。 

○大島昌之総務課長 事業所等の自主防災組織の

関係であります。 

 まず、消防法に基づく自衛消防組織及び消防法

施行規則に基づく自衛消防の組織が組織されてい

る事業所等を中心に平成26年度に調査を実施した

いと考えております。 

○飯田敏勝委員 自衛消防組織、法令によって義

務づけられています。 

 それを中心に平成26年度からということですけ

れども、その他の事業所についてが多いと思いま

すけれども、自衛消防組織というものがどの程度

あるのかは把握しているのですか。 

○大島昌之総務課長 自衛消防組織がある事業所

につきましては、消防法の規定では５階以上10階

以下の防火対象物で床面積は合計２万平米以上の
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ものりということになっておりますほか、網走市

では網走厚生病院が該当します。 

 また、４階以下の防火対象物で５万平米以上の

ものということの規定では、網走刑務所がござい

まして、自衛消防組織がある事業所については２

カ所でございます。 

○飯田敏勝委員 ２カ所ですので、これはすぐ対

応できると思いますけれども、あとの自衛消防組

織はないところ、これは事業所の自主防災組織の

設置がなぜ必要かというと、事業所を守ると同時

に地域も、地域にありますから地域を守るという

ことです。地域の自主防災組織と連携していくこ

とが、私は被害を最小限に抑えることができると

思うのです。これは夜間と昼間の違いもあると思

うのですけれども、この領域が一番おくれている

と思うので、これらについて早急に私は取り組む

べきだと思いますが、いかがですか。 

○大島昌之総務課長 委員のおっしゃるとおりだ

と思います。 

 事業所等の自主防災組織がどの程度、組織され

ているのかというのを平成 26年度で調査する中

で、その後につきましては組織化に向けて各事業

所等と意見交換等を図って進めてまいりたいとい

うふうに考えています。 

○飯田敏勝委員 そういうことでやってもらいた

いと思います。次に進みます。 

 次に、地域の実情に合った昼間夜間における対

策です。組織結成率の向上に力を注いで地域の特

色に着目した対策まで考えていないということを

聞いているということですが、地域防災計画の中

では自主防災組織の編成では組織の編成に当たっ

ては地域の実情に応じて次の点に留意するとあり

ます。 

 これは、地域防災計画の第３節の自主防災組織

の編成で２の昼、夜間の活動を考慮した編成とし

て、他地域への通勤者が多い地域では、昼夜間の

活動に支障のないような編成に努めているとあり

ます。この点についてはいかがでしょうか。 

○大島昌之総務課長 昼夜間の活動を考慮した編

成ということでございますが、その点につきまし

ては市と自主防災組織の組織化に当たっては町内

会連合会、社会福祉協議会と連携して進めており

ますので、その中でこの点につきましても十分考

慮して進めてまいりたいというふうに考えており

ます。 

○飯田敏勝委員 なかなか大変な編成になるので

すよね。高齢者というか、今、地域には昼間は高

齢者しかなかなか残っていない、あとは主婦の方

とか、仕事のない方とか、さまざまな残り方があ

るのですけれども、高齢化からいうとその範疇で

しなければならないのですが、後期高齢者や病弱

者が多い地域では、どのような編成をしたらいい

のか、この計画ではそれはないのです。仮に、自

主防災組織ができてもほとんど動けないような班

編制というか、防災組織、図面上ではできるので

すけれども、実際、活動できないというような地

域や組織があるとき、どのような周りの地域から

応援に入るとか、手助けに入るだとかということ

も、この計画の中では考えているのですか。 

○大島昌之総務課長 防災計画におきましては、

自主防災組織の編成例としまして会長、副会長の

下に情報班、消火班、救出救護班、避難誘導班、

給食給水班の５班で編成するということで記載を

しておりますが、これは一般的な例ということに

なっております。 

 単位町内会で例えば自主防災組織をするに当

たって委員おっしゃったとおり高齢者の方が多い

とか、病弱の方が多いというケースもあろうかと

思いますが、そういう町内会につきましては、例

えば隣接する二つ、三つの町内会で組織化すると

いう方法もあろうかと思いますので、その中で横

のつながりを大事にしながら、日ごろからの災害

に備えるような体制をとることが必要だというふ

うに考えております。 

○飯田敏勝委員 いずれにしても地域の自主防災

組織はかなりな、つくるにしてもその後の活動に

しても課題は非常に多いと思います。 

 特に、網走の場合というか、雪国の場合は特に

網走は山あり、湖あり、川あり、海ありです。冬

期間の私は防災訓練にちょっと言及したいのです

けれども、災害は季節を選んでやって来ないので

す。網走でいうと前にも質問いたしましたけれど

も、流氷の時期でこのような津波なり、地震が起

きて津波が来たらどうなるのかということを質問

しましたけれども、流氷滞留時期、いわゆる流氷

滞留時期といいますと１月の中ごろから３月の中

ごろまでがほぼ、今のいる期間で、流氷滞留時期

でない時期といいますと12月と冬期間でいうと11

月の末から１月の中ごろまでということになりま

す。 
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 冬期間の防災訓練というのは、他の市町村でや

られている例があるかどうか、まずお聞きしま

す。 

○大島昌之総務課長 冬期の訓練について、他市

町村で行われているかどうかということでござい

ますが、直近では避難所訓練として自治体ではご

ざいませんが北見市の日赤看護大の研究会、紋別

市の社会福祉協議会のボランティアセンターで

行っていると承知しております。 

○飯田敏勝委員 実際、なかなかできないです

し、特に冬期間ですと寒さとか、雪、氷で滑った

り、さまざまな面で大変ですけれども、そういう

こともある程度、考えていかなければならないの

が私は雪国のやはり特徴だと思うし、宿命だと思

うのです。 

 そこで、ことしの１月、市内の緑町の一部の町

内会による訓練が、新たな避難ビルになった公務

員ビルを避難所にして行われたということなので

すけれども、これの詳細はわかりますか。 

○大島昌之総務課長 ことし１月30日に、これは

北見方面本部の訓練ということで、その中で網走

警察署としては災害警備訓練として昨年の11月に

津波避難ビルに指定しました緑町にあります国家

公務員合同宿舎での避難訓練を実施したいと、つ

いては御協力をいただきたいというお話がござい

ました。 

 実施に当たりましては、広い範囲でやるという

方法もあったのですが、日程的な関係、あと委員

おっしゃったように冬期間の訓練ということで、

その合同庁舎のある緑町第２町内会の会長に直接

御参加をお願いしたところ、実施が平日の朝８時

半からだったにもかかわらず約40名の方に御参加

をいただいたところであります。 

 市といたしましても、市主催の訓練ではござい

ませんが、冬期の訓練ということが初めてだった

ことから、警察の災害警備訓練とあわせまして、

独自に参加者が自宅から避難ビルまでどのぐらい

の時間がかかったのかというようなことを聞き取

り調査を行いまして、今後の訓練の資料としてお

ります。 

○飯田敏勝委員 実際、避難ビルですから、恐ら

く、冬場の地震でそういうこともいろいろ想定し

たと思いますけれども、警察署の場合は網走市の

防災会議の組織の一員です。会長が市長なのです

けれども、北海道警察で方面の網走警察署がメン

バーです。 

 そういうことからいうと、私は各関係機関と連

携して冬場の防災訓練の可能性も含めて、今後

しっかりとその辺も取り組んでいかなければなら

ないと思うのですけれども、どうでしょうか。 

○大島昌之総務課長 冬期の訓練についてでござ

いますが、先ほど委員もおっしゃりましたよう

に、災害はいつ、どの季節を選ばず、また時間を

選ばす発生するものでございますので、冬期の防

災訓練についても必要だということは承知してお

ります。 

 ただ、今回、１月に実施した訓練の中でも、ま

ず当日の天候が大変、心配となる、先ほど委員も

おっしゃられました冬道でありますので、参加者

の安全が確保できるのか、また参加者、実際に参

加していただける方がいるのかなど、避難先での

暖房云々というようなことで、秋の訓練とは異な

り、いろいろな課題もございますが、当然、必要

なことでございますので、今後、地域福祉会議等

で協議をさせていただきたいというふうに考えて

おります。 

○飯田敏勝委員 夏場というか、冬場と夏場の訓

練ということで大変だと思うのですけれども、災

害は季節を選ばないので、そういうことも含めて

今後やっていただきたいと思います。防災関連に

ついては以上です。 

 最後に企画総務に関して、企画総務の分掌につ

いて伺います。 

 網走市、部の設置条例によりますと、企画総務

部の分掌は12に分かれていますけれども、実際、

(1)の市政の総合企画及び調整についての事項と

いう中身はどのように解釈しておりますか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 企画総務部の分掌に

ついてですけれども、各部局を横断する行政課題

につきましては、企画調整課が調整役となるとい

うふうに認識しています。 

○飯田敏勝委員 各部局横断するということ、そ

の解釈からいいますと、オール網走体制でのイベ

ントでの市役所として分担を持つとき、その分担

の中核として企画総務部が分掌としてなれるとい

うことですね。 

○岩永雅浩企画総務部次長 市政全体の課題につ

いての取り組みですけれども、これまでも太陽光

発電所や日体大特別支援学校の誘致にかかる事務

など所管しております。 
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 各部局においても企画や調整という機能が発揮

がされているだろうというふうに理解をしており

ますが、例えば、太陽光発電などの再生可能エネ

ルギーの推進につきましては、今後も積極的に進

め経済の活性化に結びつけていくということとし

ておりますが、一方で施設の立地に伴う生活環境

や自然への影響が懸念される場合の規制も慎重に

取り扱う必要があるということで、企業誘致は経

済部、規制に関する内容は市民部が所管をし、企

画総務部はそれらの調整役を担うという役割分担

がされてきております。 

○飯田敏勝委員 実際、その部の領域範囲を越す

とみられた場合、私としては今までのこの簡単な

やりとりの中で、どう見てもオール網走体制で行

わないと開催できないイベント、具体的にはきょ

うは審議できない事業を私は指しているのですけ

れども、例えば以前、市長も御存じのとおり企画

段階で終わったのですけれども、ハーフマラソン

の計画が企画されたと聞いております。その段階

で、各部に分担を割り振って、市が運営主体とい

うか、そういう形でなっていたと思うのですけれ

ども、その中で企画総務がどの分担になっており

ましたか。 

○岩永雅浩企画総務部次長 大変、申しわけない

ですが、ハーフマラソンの実施の検討した際の企

画総務部の役割について承知をしておりません。 

○飯田敏勝委員 それは、分担が今どうのこうの

と言っているわけではなくて、具体的に審議でき

る事業のときに、私は改めて該当事項の審議なの

で、具体的事例を申し上げて、その可能性が企画

総務の事務分掌の中にあるということを確認して

質問を終わりたいと思います。 

○平賀貴幸副委員長 それでは、以上で、本日の

日程であります一般会計の歳入のうち一般財源と

なる歳入と、一般会計の歳出のうち、議会費、総

務費、消防費、公債費、諸支出金、予備費、及び

その特定財源に関する歳入についての細部質疑を

終了いたしました。 

 本日は、これにて散会とします。 

 再開は、17日、午前10時としますから、参集を

願います。 

 御苦労さまでした。 

午後３時29分 散会 

 


